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テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発 

2.1 既存超高層の骨組の地震時損傷評価 

 

超高層 制振ダンパー 長周期地震動   山下哲郎＊   久田嘉章＊＊ 

低サイクル疲労 活断層近傍地震動    青木花子＊＊＊  中西真子＊＊＊  林千尋＊＊＊＊ 

                    

１．はじめに  

テーマ２「機能継続・早期復旧を可能とする大地震

対策建築モデルの開発」は、都心部で昼間に膨大な人

数が勤務するオフィスとして用いられる鉄骨造高層

建築と、避難所となる体育館を主な研究対象とする。 

近年、都市部の高層オフィスビルでは地震後の事業

継続性や帰宅困難者等の対策が急務である。これに関

連し、特に超高層建築では、東京都が 2016 年に新し

い構造設計指針 1）を示し（表 1）、耐用年数内に発生

する可能性のある稀な地震動（Ｌ1）での使用継続性

と、極稀な地震動（Ｌ2）でも修復を可能とする高い

耐震性を求めた。また、L2 の 1.5 倍の L3 レベルも新

たに加え、倒壊余裕度を検証することも求め、従来の

建築基準法より高い耐震性能と要求している。 

したがってここでは、工学院大学新宿校舎を例に、

様々な特徴・レベルを持つ地震動に対する建物の応答

を求め、構造体だけでなく非構造材も含めて大地震後

の損傷を予測・評価し、補強の必要性やその方法・効

果を検討する。 

新宿校舎は高さ 127m、29 階建の鉄骨造超高層で（図

1）、1989 年の竣工であり、兵庫県南部地震(1995)以降

急速に発展した振動制御技術は用いられていない。具

体的には 

1）制振ダンパーは設置されていない。 

2）設計時に使用したコンピュータの性能は現在より

格段に低く、簡略化した質点系モデルを用いた地震応

答解析が行われている。 

3)入力地震動はいわゆる標準 3 波と呼ばれる観測波

で、現在設計に用いられる告示波は用いず、最大入力

レベルはＬ2 程度である。 

4）兵庫県南部地震で多数生じた梁端溶接部の破断を

受けて開発された溶接部ディテールの改良案や、高靭

性を保証する鋼材（ＳＮ材）は使用されていない。 

5）天井、設備等非構造材に関する耐震設計は行われ

ていない。 

このように、大臣認定を受けて建設された超高層で

も、現在要求される耐震性は満たさない可能性がある

ため、2017 年度は耐震性を各種の解析により評価・検

証する。具体的には 

①  3 次元モデルの精密化と入力地震動の多様化 

 建物全体の解析を行う３次元構造モデルにおいて、

今まで考慮していなかった柱の塑性化を新たに考慮

し、解析精度を向上する。また熊本地震で観測された

長周期成分を含む地震動（西原波）など、L3 レベルの

地震動に対する応答を観察する。 

②  低サイクル疲労による梁端部破断リスク試算 

梁端部の低サイクル疲労による破断条件式を用い、

新宿校舎の梁端部の破断リスクを試算する。 

③  H 形鋼ブレースの地震時損傷評価 

鉄骨のブレースは座屈部のひずみ集中により破断

する可能性が指摘されている。新宿校舎に多用されて

いる H 形鋼ブレースの破断リスクを試算する。 

表 1 東京都臨海部に建設される超高層建築物等の

設計目標 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 新宿校舎構造概要 

 ＊ ：工学院大学建築学部建築学科教授，  ＊＊：工学院大学建築学部まちづくり学科教授，  

＊＊＊：工学院大学大学院建築学専攻大学院生、＊＊＊＊：工学院大学建築学部建築学科学部生  
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２．研究成果概要  

2.1 高層ビルの地震応答とダンパー補強効果 

１）概要 

 表 1 を鑑み、2017 年度は様々な特徴をもつ L1～L3

地震動を新宿校舎の 3 次元モデルに入力してその応

答レベルを確認するとともに、文献 2）の手法を参考

に効率的な配置としたオイルダンパー補強案の応答

解析を実施し、その効果を検証した。 

２）入力地震動 

 表 1 に示した指針を参考に L1～L3 地震動を設定し

た。特に東京都都心部で想定される様々な地震動を念

頭に、まず M7 級の首都直下地震などを想定した「標

準型地震動」として El Centero 波（L2）と告示スペ

クトルとランダム位相を使用した告示波 3）L1～L3 地

震動を用いる。次に「長周期・長時間型地震動」とし

て、新宿校舎で観測した継続時間が 500 秒を超える

311 地震と 2004 年紀伊半島沖地震（M7.4）の位相ス

ペクトルと継続時間、告示スペクトルを使用した L1

～L3 地震動（以下、311 告示 L1～L3 と紀伊告示 L1～

L34））を用いる。最後に活断層による震源近傍地震動

を含む観測記録を L3 地震動として用いる。具体的に

は 1995 年兵庫県南部地震時に JR 鷹取駅で観測され

た地震動（以下、鷹取）および、2016 年熊本地震時に

西原村で観測された地表地震断層による地震動（以下、

西原）である。ちなみに首都圏都心部では、熊本地震

のような地表地震断層が近い将来活動することは考

えにくいため、活断層を考慮した L3 地震動、特に西

原はあくまで参考波の扱いとする。図 2 に各種地震動

による速度応答スペクトル（減衰 5％）、図 3 に加速

度波形を示す。 

３）新宿校舎の応答と制震補強のケーススタディ 

 図 4 に無補強の新宿校舎立体モデル（D00）の最大

層間変形角を示す。表 1 では L2 規模で最大層間変形

角を 1/100 以内に抑えることが設計目標とられてい

るが、上回っている階が見受けられる。また、L3 規模

では 1/100 を超え 1/75 程度であり、特に EW の西原の

下層階では、1/30 と大きな応答を示している。 

 次にブレース型オイルダンパーで補強する案を図

5 に示す。ダンパー配置は文献 2）、4）、5）の方法を

参考に以下のプロセスで定めた。 

1） 立体モデルを用い、剛性ゼロの疑似ブレースをダ

ンパー設置可能位置全てに設置したモデルを作成し、

Ai 分布を外力分布とする弾性解析を実施する。 

2） 層間変形と疑似ブレースの水平変形の値が大きな

層は制振効率が良いため 4）、ダンパー設置階の候補と

し、出来る限り少ないダンパー本数で、L2 規模地震動

で最大層間変形角が 1/100 以内となるダンパー配置

を定める。この補強案を基本モデルである D44（ダン

パー総数 44 本）とする。 

3) さらに D44 からダンパー総数を増大させ、余裕度

を見込んだモデルとして本数が D44 の 1.5 倍である

D64 モデル、2 倍の D88 モデルを作成する。 
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図 2 速度応答スペクトル 

（ｈ＝0.05） 

図 3 入力地震動 

図 4 無補強(D00)の最大層間変形角 

図 5 ダンパー補強モデル(左から D44,D66,D88) 
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図 6 に L1 地震動による最大加速度を示す。D00 で

は上層階で 200cm/s/s を超えている階が見受けられ

るが、D44 では全層で 150cm/s/s 程度以下となった。

また、最大層間変形角は 1/200 以内となり、D44 で設

計クライテリアを満足する。 

図 7 に EW 方向の L2、L3 地震動の最大層間変形角を

示す。L2 地震動では、D44 で 1/100 以下となり、設計

クライテリアを満足する。また、L3 地震動を含む全て

の地震動において、ダンパー数を増やすことにより最

大応答値の低減が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 地震時の梁端部の破断リスク評価 

１）概要 

 2017 年度は、マイナー則をもとに、地震時の梁端部

の低サイクル疲労による破断リスクを試算した。なお、

評価にあたり、前述の 3 次元モデルによる解析で得ら

れた部材の応答履歴を用いた。 

２）塑性率による評価 

最初に、文献 6)で示されている手法を用いて、塑性

率μによる評価を行った。評価には以下の式（1） 6)7)

を用いて、ある塑性率振幅 μi に対する繰返し数 ni と

式（2）により定める疲労寿命 Ni との比である疲労損

傷比 Di (=ni⁄Ni)を塑性率振幅毎に求め、その和である

疲労損傷度 D を算出する。疲労損傷度 D が 1 に達し

たときに破断に至ると考える 6)7)。 

 

(1)                  (2) 

 

βは式(2)の勾配、C は梁端部の接合形式に応じて定

める値で、いずれも実験に基づき定められる 6)。想定

地震動は El Centro 波、鷹取、311 告示 L2・L3 とし、

前述の D00、D44、D88 について評価を行った。評価対

象梁位置を図 8 に、評価結果を図 9 に示す。D00 の

311 告示 L3 にて 7 階梁の D が最大値 0.75 となった

が、1 を超えるものは見当たらない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、新宿校舎の梁は鉄骨梁に床スラブが

取り付いた合成梁である。床スラブが取り付くことに

より中立軸が上昇し、下フランジの歪が増幅される影

響が塑性率による評価法で考慮できているか不明瞭

である。そこで、次は下フランジの歪に着目した評価

を試みる。 

３）歪による評価 

 下フランジの歪に着目した評価法の考案のため、有

限要素解析ソフト MarcMentat2013（以下、Marc）8)を

用いて文献 9)10)による実大実験の試験体をモデル化

して追解析を行い、塑性率μと、下フランジのスカラ

ップ底（柱梁接合部から 35mm）のフランジ軸方向全歪
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図６ L1 地震動に対する最大応答加速度

図７ EW 方向における最大加速度（上 L2、下 L3） 

図８ 評価対象梁位置 
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（以下、全歪）εとの関係を定めた（式（3））。なお、

εp は降伏歪の計算値である。 

 

     (3) 

 

ここで、Manson-Coffin 型の塑性率を評価パラメータ

とした鋼材の低サイクル疲労破断式である式(4)6)を

示す。 

    (4) 

式（3）に示す塑性率と全歪の関係を式（4）に代入

し、全歪の値から破断寿命の Ni を計算する。 

次に、前述の塑性率による疲労損傷度評価を行った

梁について、式(3)（4）を用いて下フランジの歪によ

る疲労損傷度の評価を試みる。 

試算対象は、塑性率による疲労損傷度評価を行った

梁の中で、総合的に高い疲労損傷度がみられた 7 階の

梁である。この部位は、溶接組立箱形断面柱（□-522

×522×36）に溶接組立 H 形断面梁（BH-600×300×19

×28）が接合され、厚さ 130mm の床スラブが取り付い

ている 11)。 

 図 10 に解析モデル概要を示す。鋼材およびコンク

リート強度は構造計算書 11)に準じて設定し、応力-歪

関係は降伏後の二次勾配が E/100 のバイリニア型と

した。地震時の入力として梁モデル先端の加力点に強

制変位の時刻歴を与えた。強制変位には、3 次元モデ

ルによる解析から得られる梁端の相対回転角に梁長

さの 1/2 を乗じて作成した加力点位置での梁相対変

位を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の条件で、想定地震動を El Centro 波、鷹取、

311 告示 L2・L3 とし、D00 について、歪による疲労損

傷度評価を試みた。 

解析結果の荷重-変形関係を図 11 に示す。各想定地

震動による疲労損傷度の値は、El Centro 波：0.106、

鷹取：0.178、311 告示 L2：0.164、311 告示 L3：0.489

であった。いずれの場合も疲労損傷度は 1 を超えるこ

とはなく、破断の危険は少ないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 H 形鋼ブレース局部座屈部の破断リスク評価 

１) 概要 

ここでは、繰返し変形を受ける新宿校舎の H 形鋼ブ

レースの座屈挙動を有限要素法で解析し、ひずみが集

中する局部座屈部の破断に関する評価を行った。 

２）評価手法 

破断リスクの評価には、文献 12)及び 13)で用いら

れている Manson-coffin 式を用いる。有限要素解析よ

り局部座屈部に生じる材軸方向の最大塑性歪を抽出

し、累積塑性歪ΣΔεhp と平均塑性歪振幅 Δεhp をグラ

フ上にプロットしたものと式(６)の Manson-coffin

式と比較し、式（６）の直線を超えたら破断が生じる

と考える。 

               (6) 

 塑性歪振幅 Δεhp の定め方 12,13)を図 12 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

３）解析対象及び解析モデル 

Y14 通り X3-X4 間 12 階（以下、12 階ブレース）、X2

通り Y14-Y15 間 13 階（以下、13 階ブレース）、X2 通

りの Y14-Y15 間 21 階（以下、21 階ブレース）の 3 つ

の H 型鋼ブレースを解析対象とする（図 13）。 

シェル要素でブレースをモデル化する。局部座屈が
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図１０ 有限要素解析モデル 
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図１１ 有限要素解析の荷重変形関係 

(a) El-centro (b) 鷹取 

(d) 311 告示 L2 (c) 311 告示 L3 

図１２ 塑性歪振幅の定め方 
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生じる中央部の要素分割を細かくし(板厚の 2～3 倍)、

かつ全長の 1/1000 の初期不整を与える。補剛材は座

屈しないと考え、トラス要素でモデル化する。ボルト

接合部は添板と H 形鋼の間に剛体リンクをかけ、ボル

ト貫通部分を一体化する。H 形鋼ブレースの部材諸元

と機械的性質他を表２、３に示す。降伏後の二次勾配

はヤング係数 E/100 とする。解析モデル･境界条件を

図 14、15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）地震動によるブレース構面の強制変位解析 

3 次元モデル（D00）による応答層間変位時刻歴を、

解析モデル頂部節点に水平方向強制変位として入力

し解析を行う。入力波形を図 16 に、解析結果（座屈

状況）を図 17 に、破断予測を図 18 に示す。 

図 18 より、311 告示 L3 と鷹取を想定地震動とした

際に 21 階ブレースで破断の可能性が高いという結果

を得た。311 は継続時間が長い長時間･長周期地震動

であるため、低サイクル疲労による累積塑性歪の値が

大きくなる。また、活断層型でも鷹取と西原を比較す

ると、西原の方が最大振幅は大きいが、鷹取は振幅の

大きい波が連続し局部塑性歪の変動時間が長いため、

累積塑性歪の値が増える。従って、鷹取のような比較

的短周期・短時間の地震動でも破断に至る危険がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）ダンパー補強効果の検証 

次に、解析モデル（D44）による応答変位を解析モ

図１３ ブレース位置 図１４ ブレース構面 

幅 高さ 幅B せいH ウェブtw フランジtf 強軸 弱軸

12F 2725 3320 250 250 16 19 13196 20.9 26.8 6.58
13F 2694 3320 250 250 9 14 9124 19.8 26.8 8.93
21F 2706 4870 250 250 9 14 9124 24.9 29.7 8.93

幅厚比

B/2tf

細長比断面(mm) 厚さ(mm)
試験体名 断面積(mm2)

全体(mm)

表２ ブレース断面 

表３ 鋼材強度など 

ウェブ フランジ
12F 6 8 8294
13F 4 6 6032
21F 4 6 6032

試験体名
ボルト本数 ボルト耐力

(kN)

SS400 2.05×105 235 0.3

鋼材種類
ヤング係数

(N/mm2)

降伏強度

(N/mm2)
ポアソン比 ボルト鋼種 ねじの呼び 2面摩擦(kN)

F10T M20 377

図１５ 有限要素モデル 

図１６ ブレース構面層間変形時刻歴(D00) 

図１７ ブレース座屈状況（倍率 1 倍）

図１８ D00 における破断評価の結果 
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デルに強制変位として入力し解析を行う。各階の入力

波形を図 19 に、部材の疲労破断予測を図 20 に示す。 

ダンパー設置により全体的に塑性歪が小さくなるが、

311 告示 L3 では D44 においても破断の危険が懸念さ

れる。図 18 より、図 16 に示す波形と比較すると応答

変位は減少しているが 311 は継続時間が非常に長く

累積塑性歪を抑えきれないため、破断の危険は高いま

まである。 

今後の課題として、破断を防止するために、補剛材

の本数を増やす、座屈拘束化など、破断の原因となる

局部座屈を防止する補強の検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．まとめ  

2017 年度においては、 

１） 最新の観測記録も含めた様々な性質と強さ

の地震動を 3 次元骨組解析モデルに入力し、応答

を調べ、かつダンパー補強の効果を観察した。西

原波のような長周期成分を含む大振幅の地震動

に対しては、下層階に非常に大きな変形が生じる

ことが判明した。 

２） １）の解析結果を用いて部分的な有限要素

解析を実施し、梁端部の低サイクル疲労による破

断リスクを試算した。今回の試算では、L2 レベル

入力では破断する可能性は低い。 

３） １）の解析結果を用いて部分的な有限要素

解析を実施し、H 形鋼ブレース局部座屈部の低サ

イクル疲労による破断リスクを試算した。今回の

試算では、地震動によってはブレースの座屈部が

破断する可能性があることが示された。 

 しかしながら、破断についてはまだ研究が少なく、

検討方法も研究途上であるため、2018 年度は、さらに

応答解析および有限要素解析の精度を向上させ、部材

の破断リスクについて検討を継続する。また効果的な

破断回避の方法も検討する。 
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図１９ ブレース構面層間変形時刻歴(D44) 

図２０ ダンパー付モデル (D44)の破断評価 
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せん断が支配的な置屋根体育館支承部の復元力特性に関する研究 
 

キーワード（置屋根構造、支承部 

アンカーボルト、2 軸加力実験、耐力評価）           伊藤賢治＊ 野原大樹＊ 

        渡辺俊也＊     山下哲郎＊＊  

                    

１．はじめに  

図 1に示すような置屋根体育館の RC下部構造と鉄

骨屋根をつなぐ接合部を支承部と呼ぶ。2011 年 3 月

に発生した東北地方太平洋沖地震で、支承部に図 2

に示すようなモルタルの粉砕やアンカーボルトの抜

け出し、破断等の被害 1)が多発した。 

置屋根体育館の支承部の形式は、一般的な露出柱

脚と類似しているが、露出柱脚に比べて鉛直荷重が

小さいため、せん断力が支配的な応力となる。水平

力への抵抗メカニズムは、露出柱脚が鉛直荷重によ

る摩擦力で主に水平力に抵抗する一方、支承部は鉛

直荷重が小さいため、アンカーボルトのせん断力が

主な抵抗力となる。また、本研究では、図 3 に示す

ような屋根架構側が剛で、十分な曲げ剛性があり、

ピンとできる場合の支承部を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支承部では、屋根荷重によるスラストを逃がす等

のために支承部に図 4 に示すようなスライド機構を

設けているものがある。このような支承部をスライ

ド支承と呼ぶ。また、図 5 に示すように、スライド

機構がなく、ベースプレートのアンカーボルト孔が

ルーズホールではない支承部をピン支承と呼ぶ。 

本研究では、地震力がスライド支承のルーズホー

ル方向もしくはその直交方向に作用した場合を想定

して繰り返し水平加力を行い、支承部の破壊挙動の

違いを観察し、耐力の評価を行う。また、ピン支承

ではモルタル高さを変化させて繰り返し水平加力を

行い、モルタル高さの違いによる支承部の耐力の違

いを評価する。また、アンカーボルト周りにモルタ

ルを打設せず、アンカーボルトに標点を打つことで、

アンカーボルトの変形や伸びを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ ：工学院大学大学院 工学研究科建築学専攻 大学院生  

＊＊：工学院大学建築学部建築学科 教授  

図 2 支承部の被害例 図 3 モーメント分布 
図 5 ピン支承の詳細 

図 1 置屋根体育館 

Long span steel roofDirection of 

loose hole 

Bearing 

RC cantilever 

column 

 

図 4 スライド支承の詳細 
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２．実験概要  

２ .１ 実験装置  

 図 5 に実験装置の概要を示す。スライド支承の試

験体では、M20 のアンカーボルトを埋め込んだ鉄筋

コンクリートボックスの上にモルタルを打設し、モ

ルタルの上に図 6(a)のようなアンカーボルト孔をあ

けたスライディングパッド( 図.4 に示す PTFE sheet

と  Steel plate )を乗せ、その上にベースプレートを乗

せ、支承部を再現した。ピン支承の試験体ではスラ

イディングパッドを用いずにベースプレートをモル

タルの上に直接置く。試験体は PC 鋼棒で床に固定

し、試験体上方に設置した鉛直加力ジャッキで鉛直

荷重を与えつつ、ベースプレートに直接水平加力ジ

ャッキで繰り返し水平加力を行った。試験体上方の

鉛直加力ジャッキはスライダーを介して設置するこ

とで、ベースプレートの水平変位に対応する。  

 図 7 にベースプレートの概要を示す。ベースプレ

ートはアンカーボルト以外で大きな変形が生じない

ように厚さを 40mm とし、十分な強度と剛性を確保

した。  

ピン支承は、図 7(a)に示すように、アンカーボル

ト径+2.5mm(Φ 25)のアンカーボルト孔が開いたベ

ースプレートを用いる。スライド支承のルーズホー

ル方向の実験では、図 7(b)に示すようなアンカーボ

ルト芯位置で±50mm のルーズホールを設けた。ル

ーズホール直交方向はピン支承と同様の挙動を示す

として、図 7(a)に示すようなアンカーボルト孔がΦ

25 のべースプレートを用いて実験を行った。スライ

ド支承の実験で使用するベースプレートでは、スラ

イディングパッドに接触する面にステンレスシート

を溶接した(図 6(b))。  

２ .２ 試験体   

 実験はスライド支承 2 回、ピン支承 2 回の計 4 回

行った。表 1 にアンカーボルトの機械的性質、表 2

にコンクリートとモルタルの強度を示す。 

 スライド支承のモルタル高さは、標準仕様書 2)に

記載されている高さ 50mm とし、ピン支承ではモルタ

ル高さが異なる場合の支承部の耐力評価を行うため

に 50mm を一体、20mm を一体作成した。 

 また、既往の研究 3)でモルタルが小変形時に損傷

していたことから、支承部における耐力にモルタル

の耐力がほとんど影響しないと推定し、アンカーボ

ルトの変形を確認するためにモルタルをアンカーボ

ルト周辺に打設しなかった。 

 鉄筋コンクリートボックスは側方破壊しないよう

に十分な端あき距離と帯筋を配置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Vertical force jack 

Horizontal force jack 

Load cell for horizontal load 

Load cell for vertical load 

RC box 

PC bar for fix 

Anchor bolt 

Base plate 

Mortar 

280mm 

Sliding devices 

図 5 実験装置 

図 6 スライド機構 

  

図 7 ベースプレート 

  

Steel SNR400

Yield strength 335

Tensile strenfth 465

Elongation 31

Yield ratio 72

[N/mm ]

[N/mm ]

[%]

[%]

表 1 アンカーボルトの機械的性質 

Concrete Mortar

Test age 29 14

Compressive strength 30.2 36.7

Spitting strength 2.4 2.6

[N/mm ]

[N/mm ]

[days]

表 2 コンクリートとモルタルの材料強度 

(a) スライディングパッド (b) ステンレスシート 

(a) ピン支承とスライド

支承ルーズホール直

交方向 

(b) スライド支承ルーズ

ホール方向 
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２.３ 計測計画 

鉛直荷重 VP と水平荷重 HP は加力ジャッキに取り

付けたロードセルで計測を行った。図 8 に示すよう

に、ベースプレートの 2 か所に設置した変位計の平

均値 BP を水平変位(式 1)とし、変位制御で実験を

行った。 

  2/BABP   (1) 

 

２.４ 加力計画 

加力サイクルを表 3 に示す。図 9 に示すようにア

ンカーボルトのせん断変形角 （式(2)）から加力サ

イクルを定めた。  

実験開始前に、鉛直加力ジャッキで屋根荷重を想

定した 100kN の鉛直荷重を与えて油圧をロックした

まま、水平加力ジャッキで繰り返し水平加力を与え

た。 

mBP h/   (2) 

 

３ 実験結果 

 各実験ごとに荷重変形曲線と荷重変形曲線内に示

した位置での実験の様子を示す。荷重変形曲線は横

軸を水平変位δBP、縦軸を鉛直荷重 PV、水平荷重 PH

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.１スライド支承[ルーズホール方向] 

 図 10 に荷重変形曲線を示す。図 10 に示す有効可

動域±50mm までは、使用した PTFE シートの公称摩

擦係数 0.06 と鉛直荷重から求める摩擦力分だけ荷

重が増加しており、PTFE シートによってベースプレ

ートが滑っていることが分かった。また、加力プロ

トコルに従い、有効可動域内の加力を行った後、

+57.5mm,1 サイクル目でルーズホールの端がアンカ

ーボルトに接触し、アンカーボルトの傾きが確認で

きた(図 11(a))。アンカーボルトが傾き、スライデ

ィングパッドがアンカーボルトに接触したため、ス

ライディングパッドが加力方向にずれた(図 11(b))。

+102.5mm,1 サイクル目の加力中にアンカーボルト

が 1 本破断し、-102.5mm,1 サイクル目でアンカーボ

ルトが 2 本破断した。破断個所はスライディングパ

ッドとベースプレートの境界面であった(図 11(c))。

実験終了後、モルタル表面に摩擦の跡が残っていた

ことから、スライディングパッドとモルタル間に摩

擦が生じていたことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 変位計について 

(a) 平面図 (b) 立面図 

δA

δB

δA、δB

RC 

Mortar 

Base plate 

図 9 せん断変形角γ 

Cycle Cycle
+0.15  +9mm 2 ±0.05 ±3.5mm 2
-0.1  -7.5mm 2 ±0.1 ±4.5mm 2
±0.2 ±12.5mm 2 ±0.2 ±6.5mm 2
±0.3 ±17.5mm 2 ±0.3 ±8.5mm 2
±0.5 ±27.5mm 2 ±0.5 ±12.5mm 2
±1.0 ±52.5mm 2 ±1.0 ±22.5mm 2
±1.5 ±77.5mm 1 ±1.5 ±32.5mm 2

±2.0 ±42.5mm 2

Cycle Cycle
±0 ±10mm 1 ±0.05 ±5mm 2
±0 ±30mm 1 ±0.1 ±7.5mm 2
±0 ±50mm 1 ±0.2 ±12.5mm 2
±0 ±52.5mm 2 ±0.3 ±17.5mm 2

±0.1 ±57.5mm 2 ±0.5 ±27.5mm 2
±0.2 ±62.5mm 2 ±1.0 ±52.5mm 1
±0.5 ±77.5mm 2
±1.0 ±102.5mm 1

Slide bearing

Loose hole direction
Perpendicular direciton of

Loose hole

Mortar height  "50mm" Mortar height "20mm"

Pin bearing


BP 

BP

 BP 
BP

表 3 加力プロトコル

(a) ア ン カ ー ボ ル

トの傾き 

図 11 試験体の様子 

(b) スライディングパッドの

ずれ 

(c) アンカーボルト破断  

図 10 スライド支承[ルーズホール方向] 

(a) 
(b) 

(c)

kN 

mm 



             文部科学省 私立大学研究ブランディング事業（平成 29 年度） 
工学院大学総合研究所 都市減災研究センター（UDM）成果報告書 テーマ 2-2 

20 
 

３.２ スライド支承[ルーズホール直交方向] 

 図 12 に荷重変形曲線を示す。+5mm,1 サイクル途

中で、ベースプレートのアンカーボルト孔縁がアン

カーボルトに接触し、アンカーボルトが傾いた。有

効可動域±2.5mm 内の水平荷重は PTFE シートの摩擦

係数と鉛直荷重から求める摩擦力と概ね一致した。

ルーズホール方向の実験同様、スライディングパッ

ドがアンカーボルトに接触してスライディングパッ

ドが加力方向にずれた。アンカーボルトは、+42.7mm

で 3 本、その後のサイクルの-7.86mm で 1 本破断し

た(図 13(d))。ルーズホール直交方向においても、

モルタル表面に摩擦の跡が残っており、スライディ

ングパッドとモルタル間に摩擦が生じていたことが

分かった(図 13(e))。 

 

３.３ ピン支承[モルタル高さ 50mm] 

 図 14 に荷重変形曲線を示す。ベースプレートのア

ンカーボルト孔の有効可動域内では、鉛直荷重と水

平荷重から摩擦係数を求めると 0.52 であり、学会指

針 4)で示されているモルタルとベースプレート間の

摩 擦 係 数 0.5 と 概 ね 一 致 す る 値 で あ っ た 。

+9mm,-7.5mm のサイクルで加力方向のモルタル側面

が剥離した。荷重変形曲線より、+12.5mm のサイク

ル途中でアンカーボルトが降伏したと考えられ、

+12.5mm,1 サイクル目のアンカーボルトの傾いた様

子を図 15(f)に示す。+66.8mm でベースプレートが傾

いたため、加力を中断し、次のサイクル(-77.5mm)

の加力中にアンカーボルトが 2 本破断した。この時

のアンカーボルトの破断個所は、ベースプレートの

下端であった(図 15(g))。実験終了後、加力方向側

面のモルタルは損傷しており、モルタル表面には摩

擦の跡が残っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.４ ピン支承[モルタル高さ 20mm] 

 図 16 に荷重変形曲線を示す。+4.5mm,1 サイクル

目からアンカーボルトの傾きが確認できた。また、

モルタル高さ 20mm の実験においても、加力方向のモ

ルタル側面に剥離が見られた。+6.5mm,1 サイクル目

の加力後にナットの弛緩が確認できた(図 17(h))。

荷重変形曲線より、+12.5mm のサイクル途中でアン

カーボルトが降伏したと考えらる。実験終了後、ア

ンカーボルトは破断しなかった。その後、破断する

まで荷重を与えて引いたところ、-49.3mm でアンカ

ーボルトが 2 本破断した。この時の破断個所は鉄筋

コンクリートボックス内で破断していた(図 17(i))。

また、モルタルはモルタル高さ 50mm のピン支承実験

に比べ軽微な損傷であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)アンカーボルト破断 (e) モルタル表面[実験後] 

図 13 試験体の様子 

図 12 スライド支承[ルーズホール直交方向] 

(d) 

kN

mm 

(f) アンカーボルトの傾き  

図 15 試験体の様子 

kN 

mm 

図 14 ピン支承[モルタル高さ 50mm] 

(f) 

(g)

(h) ナットとワッシ

ャーの空き 

(i) アンカーボルト破断 

図 17 試験体の様子 

図 16 ピン支承[モルタル高さ 20mm] 

mm 

(h) 

kN 

(g) アンカーボルト破断
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４. 分析 

４.１ アンカーボルト周囲のモルタルの影響 

 本研究では、アンカーボルトの変形を確認するた

めにモルタルをアンカーボルトの周囲に打設しなか

った。2016 年度の実験では、アンカーボルトの周囲

までモルタルを打設したモルタル高さ 50mm のピン

支承実験を行っており、今回実施したモルタル高さ

50mm のピン支承と比較することで、モルタルが支承

部耐力に与える影響について考察する。また、2016

年度と 2017 年度では鉛直荷重 PV が異なっているた

め、式(3)にて実験値の水平荷重 PH から摩擦荷重分

を除いた水平荷重 Pnf にて比較を行い、図 18 に示す。

摩擦係数μは学会指針 4)に記載されている 0.5 とし、

鉛直荷重 PV は実測値を用いる。 

VHnf PPP    (3) 

小変形時において、アンカーボルト周囲にモルタ

ルがある 2016 年度の実験値が 2017 年度の実験値よ

りも高い値となった。この差がアンカーボルト周囲

のモルタルが支承部に及ぼす影響であると考えられ

る。また、大変形域では耐力が概ね一致しているこ

とから、モルタルの影響があるのは損傷の少ない小

変形域のみであると推測できる。 

 

４.２ スライド支承の比較 

 スライド支承実験ではルーズホール方向とルーズ

ホール直交方向に加力を行った。図 19 にて、アンカ

ーボルトがベースプレートのルーズホール孔縁に接

触してからの荷重変形曲線を比較し、支承部耐力の

違いを分析する。この時横軸は式(4)に示すアンカー

ボルトのせん断変形角γとする。 

m

1

h
tan


    (4) 

  図 19 に示すようにアンカーボルトがルーズホー

ル孔縁に接触してからの荷重変形曲線は概ね一致し

た。このことから、ルーズホール方向もしくはその

直交方向に地震力が生じた際、支承部は同様の復元

力特性を示すことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

４.３ 支承部の水平力の評価 

４.３.１ 曲げ降伏耐力 

 実験において、アンカーボルトがせん断降伏であ

る場合、今年度の荷重変形曲線のようなスリップ型

にはならないはずである。そのため、アンカーボル

トの曲げによる降伏を仮定する。降伏したと思われ

る時のピン支承実験の結果とアンカーボルトの曲げ

降伏耐力を用いた水平力を比較する。  

 アンカーボルトの変形と水平力 P の関係を図 20

のように仮定する。支承部の曲げ降伏耐力を用いた

水平力 mHP を式(5)に示す。  

V
m

P
mH P

h

M2
nP    (5) 

V
m

P
mH P

hh

M2
nP 


   (6) 

n: アンカーボルト本数, Mp: 全塑性モーメント,hm: モルタル高さ 

図 20(a)に示すようにモルタル高さ 50mm の実験で

は、式（5）で算定した値と降伏時の水平荷重が概ね

一致している。モルタル高さ 20mm の実験では、算定

値が実験値を上回っており、式（6）として、鉄筋コ

ンクリートボックスの内部で塑性ヒンジが生じてい

るとすると、折れ点深さ h が 5mm の時に算定値と実

験値が概ね一致した。モルタル高さが低い支承部で

は、鉄筋コンクリートボックス内部からアンカーボ

ルトが変形していると推測することができる。 

また、実験値と算定値が概ね一致しており、アン

カーボルトは初め、曲げによって降伏したことが分

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

kN 

mm 

図 18 モルタルの影響の有無 

kN

(γ)

図 19 スライド支承の比較 

図 20 塑性ヒンジ  

Base 

plate 

Mortar 

RC 

図 21 曲げ耐力との比較 

(a) モルタル高さ 50mm 

(b) モルタル高さ 20mm 

kN 

mm

kN 

mm
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４.３.２ アンカーボルト軸耐力 

 大変形領域において、図 22 に示すようにアンカー

ボルトが変形し、アンカーボルトに軸力 N が生じる

と仮定した場合の、アンカーボルトの軸耐力による

水平力の評価を行う。その時、アンカーボルトが降

伏軸力 Ny もしくは最大軸力 Nu に達したとしてそれ

ぞれ式(7)、式(8)とする。この時、アンカーボルト

のせん断変形角γは式(4)とし、摩擦係数 0.5 と各実

験における鉛直荷重の平均値 PV による摩擦荷重を

加える。 

Vyy PsinNnP   (7) 

Vuu PsinNnP   (8) 












 

hh
tan

m

BP1'  (9) 

図 23,24 に荷重変形曲線と式(7)、式(8)で算定し

た値を示す。モルタル高さ 50mm の実験では、大変形

時において概ね一致した(図 23)が、モルタル高さ

20mm の実験では、算定値が実験値よりも大きくなっ

てしまった(図 24)。そのため、鉄筋コンクリートボ

ックス内部でアンカーボルトが変形していると仮定

して、せん断変形角γを求めると、折れ点深さ h が

約 30mm の際に、実験値と概ね一致した(図 25)。こ

のことから、モルタル高さの低い支承部では、アン

カーボルトは曲げ降伏時よりもさらに低い位置で変

形していると考えられる。また以上より、大変形領

域ではアンカーボルトの軸耐力で支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

承部の復元力特性を評価することができると考えら

れるが、鉄筋コンクリートボックス内の折れ点深さ

h はアンカーボルトによっても異なっており(図 26)、

モルタル高さやアンカーボルト径による折れ点深さ

h の評価は今後検討していく必要がある。 

 

５ まとめ 

 鉄骨置屋根構造の支承部を再現し、ピン支承実験

とスライド支承実験を実施して、耐力特性および破

壊挙動を分析した。 

 アンカーボルト周囲のモルタルは小変形域では影

響があるが、損傷の著しい大変形時は影響がほとん

どないことがわかった。 

 また、モルタル高さの低い支承部では標準的なモ

ルタル高さの支承部に比べて、アンカーボルトがコ

ンクリート内部のより深い位置から変形する。 

 本実験のように塑性変形が累積されるようなスリ

ップ型の荷重変形曲線を示す支承部は、基本的には

曲げ降伏した後、アンカーボルトの引張で水平力に

抵抗すると考えられるが、アンカーボルトがベース

プレートに圧着された際の軸力の鉛直成分によるベ

ースプレート－モルタル間の摩擦荷重は考慮できて

いないため、今後評価方法を検討する必要がある。 
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図 23 アンカーボルト軸力によ

る比較 [モルタル高さ 50mm] 

 

kN 

mm 

図 24 アンカーボルト軸力によ

る比較 

[モルタル高さ 20mm] 

kN 

mm 

図 25 アンカーボルト軸力に

よる比較 

[モルタル高さ 20mm+30mm] 

 

kN

mm 

図 26 破断後のアンカーボルト 

 

図 22 アンカーボルト軸力 
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鉄骨造体育館の H 形鋼ラーメンの非弾性地震応答による累積たわみに関する研究 
 

学校体育館，H 形鋼ラーメン，パネルゾーンのせん断降伏，  岩澤 瞭＊ 山下哲郎＊＊ 

累積たわみ，繰返し変形 

                    

１．はじめに  

学校体育館の梁間方向 H 形鋼ラーメンフレーム

について，一定の鉛直荷重下で地震動による水平方

向の繰返し変形を受けると，固定荷重の影響により

塑性ヒンジの回転や梁の鉛直変位が累積し，極めて

大きな鉛直方向の残留変形（累積たわみ）が発生す

ることが指摘されている。中澤ら 1，2) はこの現象

を数値解析により示しているが，実大体育館試験体

の動的加振実験 3) においてもこの累積たわみが計

測されている。  

当論文では柱梁接合部パネル（以下，パネルとす

る）に注目し，１）一定の鉛直荷重下で水平方向の

繰返し変形により梁にたわみが累積するメカニズム

を説明し，その定式化を行う。２）梁端の塑性変形

により累積たわみが生じる性質を利用すれば，逆に

地震後の累積たわみを計測することで梁端部の塑性

率を定量的に推定できる可能性があり，ここでは地

震応答解析によりその可能性を論じる。  

 

２．たわみが生じるメカニズムとその定式化  

２．１ 定式化における仮定  

体育館の梁間方向の山形ラーメンフレームを，図

1 に示すように屋根勾配を無視し，柱脚をピン支持

とした単純な力学モデル（以降，単純フレームモデ

ルと呼ぶ）に置換える。なお、ここでは一般的な細

幅から中幅系列の H 形鋼ラーメンを想定しパネル

のせん断降伏を想定する。 

以下に示す仮定から左右のパネルの塑性率 μeqL ， 

μeqR（以下，左右のパネルの属性を下添字 L，R によ

り表す。）と屋根頂部の水平変位 δH，鉛直たわみ（累 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 単純フレームモデルと記号の定義  

積たわみ）δVeq との関係を定式化する。 

(1) 図 2 に示すように、層間変形角 R(柱の部材角)

と水平変位 δH には式(1)の関係が成立つ。  

(1) 

また，パネルと柱・梁端の接合面は常に直角を

保ち，パネル周囲の変形角に式(2)の適合条件が

成立する。  

(2) 

(2) パネルは柱・梁端のモーメント Mb ，Mc によ

る偶力を受け、せん断変形のみ生じるとする。

また、左右のパネルに作用する曲げモーメント

MpL ，MpR とパネルのせん断ひずみ γL，γR の

関係を図 2 中央に示すようなバイリニア型を仮

定し，等価剛性 Keq を用いた式 (3)で定義する。 

(3) 

ただし，弾性域  

 

    降伏後  

 

 

 

ここに，G : せん断弾性係数，V : パネル体積，

α : 2 次剛性比， μeqL ， μeqR: 左右のパネルの塑

性率である。  

 

 

 

 

 

 

 

図 2 単純フレームモデルと記号の定義  

 ＊ ：工学院大学大学院建築学専攻 大学院生, ＊＊：工学院大学建築学部 教授・博士（工学） 
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(3) パネルの大きさを無視した式 (4)が成立つと仮

定する。  

(4) 

(4) 柱脚はピンとし，式（5）が成立する。  

(5) 

２．２ 導出した理論式 

 仮定した理論から得た単純フレームモデルの荷重

変形関係の概形とその時のそれぞれの曲げモーメン

ト分布を図 3 に示す。初期状態ではパネルが弾性で

ある状態（以降，①両側弾性と呼ぶ）だが，水平荷

重が加わり増加すると風下側（右側）のパネルが先

にせん断降伏し塑性ヒンジとなった状態（以降，②

片側ヒンジと呼ぶ），さらに風上側（左側）のパネル

も降伏に至り両側のパネルが塑性化し塑性ヒンジと

なった状態（以降，③両側ヒンジと呼ぶ）に大別す

ることができる。この場合分けを考慮し、定式化し

た δH - μeqR ，  μeqR - δVeq 関係を式(6)に示す。  

 

(6) 

ただし，  

 

３ FEM 解析による理論式の検証  

３．１ モデル概要 

 2 節で展開した単純フレームモデルによる理論式

を 3次元 FEM 解析により検証する。解析には MARC 

mentat2013 5) を使用し，実際の体育館を例に梁間

方向 1 スパン分のみ抽出した 3 次元 FEM 解析フレ

ームモデルを作成する。解析モデルは図 4 に示すよ

うに，パネル部を 4 節点シェル要素，それ以外の柱

梁部分を 2 節点梁要素で作成し，シェル要素と梁要

素の境界には剛体連結を施している。部材の降伏強

度 σy＝235N/mm2，ヤング係数 E=205000N/mm2

とし，バイリニア型の σ-ε 関係を仮定する。小梁が

座屈補剛材として機能することを考慮し，図 4 中の

三角記号で示すように小梁接合部位置で面外変位(Z

方向)を，柱脚はピン支持となるように拘束している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 フレームの荷重変形関係と曲げモーメント図  

 

 

 

 

 

 

 

図 4 FEM 解析モデル  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 鉛直荷重条件  

３．２ 荷重条件  
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重量の内容
Point Load

[N]
Point Mass

[g]

● 屋根重量 2000 0.204

+ 壁重量 1510 0.154

◇ 小梁 +屋根ブレース+ 屋根 2740 0.280

× 小梁 + 屋根ブレース+ 屋根＋壁 3567 0.364

□ 小梁 + 2F床梁 + 2F床 + 壁 6105 0.623

bccbbc HILICIEICHILIC 23,6,2 321 
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0
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① ② ③
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 本解析では，小梁や屋根などの負担分重量を図 5

に示すような節点荷重に置換えて鉛直下向きに一定

に与え続ける。同時に，静的増分解析では地震応答

解析との比較を考慮し図 6 に示すような 1 次モード

比例形地震荷重を作用させる。  

地震応答解析では柱脚に地動加速度として水平方

向にのみ，告示スペクトル（参考文献 2015 年度版

技術基準解説書）によるランダム波，JMA 神戸波，

エルセントロ NS 波位相の地動加速度を与える。図

7 にこれら 3 つの入力波形を示す。なお，解析モデ

ルの固有周期は 1 次モードで 0.978 秒であり，減衰

を剛性比例型で 1 次減衰定数 h1=0.02 となるよう

に設定している。  

 

４．静的増分解析による理論式の検証  

 屋根頂部の荷重変位関係を図 8 に、パネル塑性率

と累積たわみ関係を図 9 に示す。なお，解析結果に

おけるパネルの塑性率はパネルゾーンを構成する要

素の節点におけるせん断歪みの値を平均して用いて

求めている。また，パネルのせん断降伏は塑性ひず

みの発生により判断し，その時点を図 8 中に風下側

（右側）パネルについて A，A’点，同様に風上側（左

側）を B，B’点により示し，せん断降伏時にヒンジ

が形成されたとみなす。  

各図において理論式と解析結果は良く一致してお

り、片側ヒンジの状態である A – B 点間で右パネル

の塑性化とともに累積たわみが大きく増加している  

 

 

 

 

 

 

図 6 増分荷重比  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 入力地動加速度  

ことが確認できる。  

 

５．地震応答解析  

 全ての解析結果は座屈や急激な耐力低下を起こさ

ず，安定したパネル降伏を示した。塑性率の高い方

のパネルに注目し、パネルの塑性率と累積たわみの

関係を理論式と比較したグラフを図 10 に示す。複

雑な挙動でありつつも、それぞれの解析結果は概ね

理論式に沿っており、パネルの塑性化とともに累積

たわみが増加する傾向が確認できる。  

理論式では 98.59mm を超えるとたわみは増加し

ないが，JMA 神戸波，ランダム位相波の結果では

120mm 近くのたわみが累積している。これは、こ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 δH－P 関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 μ－δV 関係（静的増分解析との比較）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 μ－δV 関係（地震応答解析との比較）  
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のときに歪み硬化によりパネルのせん断降伏応力度

は 初 期 の 135N/mm2 か ら JMA 神 戸 波 で は

173N/mm2，ランダム位相波では 198N/mm2 まで上

昇することを確認しており，理論式よりも片側ヒン

ジとなる領域が増加したことが影響していると考え

られる。  

 

６．地震後のたわみ量によるパネル塑性率推定  

 フレーム頂部のたわみ量がパネルの塑性変形と密

接に関連するため，地震後のたわみ量を計測するこ

とによりパネルの塑性率（損傷）を定量的に評価で

きる可能性がある。前述した耐力上昇の影響を考慮

し，式(7)に示す累積たわみによるパネルの塑性率の

推定式を提案する。  

(7) 

ここに，τy ‘: 耐力上昇したせん断降伏応力度，τy : 

せん断降伏応力度であり，β は耐力上昇率を表す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 パネル塑性率(残留)と累積たわみ  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 パネル塑性率(最大)と累積たわみ  

塑性率が大きい方のパネルに注目し，地震応答解

析の入力加速度をそれぞれ 80％，50％に低減した解

析を追加し，それぞれの解析結果の最終ステップ位

置（地震終了時）での累積たわみ量と塑性率（残留

塑性変形）を，式(7)の推定式と比較したものを図 11

に示す。また，地震終了時での累積たわみ量に対し，

地震応答中に記録した塑性率の最大値と推定式とを

比較したものを図 12 に示す。なお、推定式のグラフ

を描く際はランダム位相波の解析結果から τy’= 198 

N/mm2 とし，β = 1.46 に設定した。図 11 と図 12 を

比較すると，同じ地震終了時での累積たわみ量に対

し，残留塑性変形に対する塑性率よりも最大塑性率

は当然大きい。また推定式はよく最大塑性率を近似

していることがわかる。  

 

７．まとめ 

当研究では，体育館の梁間方向の構造に用いられ

る H 形鋼フレームが，水平方向地震動を受ける際に

生じる累積たわみとパネルの塑性変形に注目し，  

1) 風下側のみに塑性ヒンジが形成される際に大

梁のたわみが累積的に増加するメカニズムを

説明し，パネル塑性率と累積たわみの関係を

理論的に定式化した。  

2) 地震時の降伏耐力の上昇を考慮した理論解を

応用して地震後の累積たわみの計測によりパ

ネルの塑性率を推定する方法を提案し，有限

要素法による地震応答解析でその有効性を示

した。  
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メーソンリーブロック外壁の繊維補強による変形抵抗性の確保に関する研究 
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1.はじめに 

大 き な 背 景 と し て 、 外 壁 材 料 の ALC(Autoclaved 

Lightweight Aerated Con-crete)は軽量かつ均質であり、セ

ルフビルドにも適している為世界中で普及した。一方で現在、

日本や東南アジア諸国において地震などの自然災害による

ALC 材料の被害がある。東南アジア地域では、人口増加によ

りインフラ投資が進み、大量に住宅の普及が行われている。

住宅に使用される建材の中でも ALC は生産合理性が高く、主

要な建材となっている。また、大地震なども世界的に発生し

ており、災害による組積造住宅の倒壊が際立っている。この

現状を踏まえ、海外においても、積み重ねるのみで無く、予

防保全の観点から耐震性を備える必要がある。 

日本では、ALC パネルの取付け工法としてロッキング工法

が利用されているが、2002 年以前に施工された建物は縦壁挿

入筋工法などが採用されていた。この工法は目地部に縦筋を

入れ、モルタルを充填させパネル間を固定する工法である。

その為、変形追従性が乏しく剥落などが懸念される。そして

今もなお日本の各地で利用されており、大掛かりな補修工事も

出来ず、点在している 1)。よって、ALC 外壁材に対し、外側か

ら簡易的に剥落、倒壊を防ぐ補強方法が必要である。本研究で

は、三軸型ポリプロピレンメッシュシート(PP:Polypropylene 

Sheet)をポリマーセメントモルタルを用いて目地部に部分被

着させる、ALC ブロック壁の新たな補強方法を研究する。     

 

2.研究概要 

2.1 インドネシアにおけるALCブロック造住宅の施工計画調査 

表１に、ALC 組積造住居の施工計画地である、ロンボク島

(インドネシア東部)についてヒアリング調査した結果を記載

した。インドネシアの人々は安くて信頼性の高いコンクリー

ト構造物を好む傾向がある。理由として、鋼構造物は鉄の材

料費が高額である上に防錆処理などにおける定期的なメンテ

ナンスによる不安があることが第一に挙げられる 2)。この事

からも、鉄筋による高価な補強方法より、PP メッシュシート

を用いた補強方法の優位性があると思われる。 

2.2 インドネシアの SNI 規格による ALC の基準 

 インドネシアには SNI(Standar National Indonesia)とい

う、日本の JIS のような国家規格がある。ALC ブロック材も

SNI 規格で定められており、SNI 03-2156-1991 に、記載があ

る。品質要件には、サイズと許容誤差、重量、含有量、膨張、

圧縮強度、曲げ強度、そして保温が含まれている。 

  

研究３ 層間変形量による性能評価

調査１) インドネシアにおけるALC造住宅の施工計画調査
調査２) 日本においてのALC壁補修技術調査

研究１ ALC壁材料の国別ヒアリング調査

研究２ ALCブロック壁の三点式界面せん断試験

 

図１ 研究の流れ 

 

表１ ALC ブロック利用に関するロンボク島ヒアリング調査 

 

表 2使用材料と内容 

使用材料 内容 

種類 
寸法（厚 T×幅 W×長 L） 

(mm) 
母材用 ALC 

パネル（mm）
100(T)×600(W)×3000(L)×10 枚 

母材用 ALC 
ブロック（mm）

100(W)×200(T)×600(L)×144 個 

圧縮試験用 
  ALCコア(mm）3)

圧縮強度 3.34N/mm2 
寸法 100×100×100×3 個 

下地用現場調合 
モルタル(M) 

圧縮強度 9.74(現地調合)N/mm2 
質量比 セメント：砂：水=1:3.5:0.7 

下地用、再乳化刑粉末樹脂

ポリマーセメント 
ポルトランドセメント(C) W/C=70%で一定

ポリマーセメント(P) W/P=28%で一定

補強用三軸型 
ポリプロピレン（PP）

メッシュシート 

坪量 36(g/m2) 
引張強度 短手 230N 長手 110N（N/50mm）

ピッチ 5mm 間隔 
吸水調整剤(HF) HF:水=1：4 

 

項目 内容 

ヒアリング調査日 2017年5月~9月 

①ALCブロック

(長さ.L×厚さ.T×幅.W)
（写真1） 

製造の

プロセス

①主産地 スラバヤ(インドネシア本島東部)

②採掘方法 重機 

規格
600×200×W 600×400×W600×1000×W

W=75+25n(n=0-5) W=(n=0-5) W=(n=2-5) 

単価 600×200×100size=75円/個  輸送費37円/個

運搬方法 主産地→船→トラック→人力 

② 生活水準, 
住居 

対象 富裕層  中層 貧困層 

収入 30万円以上 15万円以下 4.7万円以下

家賃 5.5万円以上 2.3万円以下 8千円以下

③施工プロセス 戸建て 個人のコンストラクターにて職人を雇い施工 

④現地写真(インドネシア現地調査) 

a) スラバヤALCブロック工場 b) ロンボク島住居 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
*工学院大学建築学部建築学科・学部４年 **工学院大学建築学部建築学科・教授 
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3. PP シート補強をした ALC 壁面の補強効果測定実験 

3.1 実験計画 

3.1.1 PP シートによる ALC 壁面の補強方法 

ALC ブロック壁面の目地部に PP メッシュシートをポリマ

ーセメントモルタルで部分被着させ補強する。補強方法を表

3 に示す。既存の部材に対して大きな変形や仕様の変更が発

生することなく施工出来るので、対象建築物の持つ基礎力学

的な要素を保持しながら性能付加が出来る。加えて補修工事

は簡易的に行うことが出来る為、補修個所の多い建造物も容

易に補修出来る利点がある。本研究では 100 ㎜のシートを用

いる。表 3④の界面補強は既存建築には利用せず、新築組積

住宅においての補強方法として提案する。それぞれの補強方

法で①のモルタルのみの施工と比較し補強効果を評価する。 

3.1.2 試験体の分類 

表 3 に明記があるように、本研究では、試験体の種類を A=

水平耐力試験体、B=鉛直耐力試験体と定める。また、左官用

接着セメント種類は P=ポリマーセメント、M=普通ポルトラ

ンドセメントとする。PP シート被着幅を(100mm)、PP シー

ト被着方式を(N, S,B)で表記する。[AP100S]と表記する。 

3.1.3 PP シート補強の評価方法 

写真 1 のように壁面の一部分を取り出し、アムスラー型圧

縮試験機で外力を与え、三点式界面せん断試験(下部端 2 点を

支点とし、上部中心 1 点に外力を加える)によりせん断抵抗力

を評価する。評価方法として、外力を与えた際の左右のブロ

ックの変位、せん断ひずみ量の差よりせん断変位量[=(左変位

－左ひずみ)－(右変位－右ひずみ)]を測定し、その程度の違い

より、PP シートの効果を測定する。表４に曲げ強度式とせん

断ひずみ式を記載する 4)。 

 

   

a)補強用 PP メッシュシート  b)PP シート被着時の試験体 

      

c) A タイプ壁面補強試験体   d)  B タイプ試験体  

写真 1 ALC 組積試験体の作成写真及び実験風景 

 

表 3 実験水準と要因 
項目 要因 水準 

研究1 文献調査・ヒアリング先 
ALC材料メーカー勤務者・ 

海外住宅事業担当者 

研究２ 
ALCブロック壁の 

三点式界面せん断試験 

ＡＬＣブロック試験体種類 
水平耐力試験体（Ａ） 
鉛直耐力試験体（Ｂ） 

ビニロン貼付幅（mm） 100 
ビニロン貼付方式 無し（Ｎ）片面（S）,両面（B） 

左官用接着セメント種類 
A 

普通ポルトランドセメント、 
ポリマーセメントモルタル 

B 普通ポルトランドセメント 
水/P（%） 28% 

左官モルタル質量比（セメント：砂） 1.0：3.5で一定 
試験体養生期間 2週間で一定 

研究３ 
層間変形量による評価 

層間変形 
(せん断変位/部材高さ)％ 

1/200,1/300,1/500,1/700 

 
表 4 実験項目と方法 

項目 方法 

 
研

究

１

調査 

日本 
ALC外壁の 
既存補修方法 

ALCメーカー担当者へヒアリング 

東南 
アジア

諸国 

ALC材利用方法 
住宅施工会社海外事業担当者へヒアリング 施工計画地 

生活水準 

 
研

究

2
 

ALCブロック壁

三点式界面 
せん断試験 

試験部材作製 
ALCパネルから規定寸法のALCブロックをALC・鉄

筋鋸及び電動丸鋸を用いて切り出す 

試験体作製 
2つのALCブロックをモルタルで圧着し、目地部にPP
シートを被着させる 

強度 
評価 

圧縮強度(N/mm2) 
圧縮試験機により、毎秒0.6±0.4N/mm2 の 

速度範囲で荷重する。 

曲げ強度(N/mm2) 
Fb=3PL/(2bt2)の式により評価する 

P:圧縮荷重 b:試験体の幅 
L:支点間距離 t:厚さ 

変位 (mm) 変位系を各ブロック1箇所ずつ設け、測定する。 

ひずみ(μ) 
試験体平面中心に、ひずみゲージを 
各ブロックに付着させ、測定する。 

研

究

３

層間変形量による評価 
最大荷重時のせん断変位から 
層間変形量を求め評価する 

 

表 5 曲げせん断試験の試験方法 

曲げせん断評価式(N/mm2)=Fb=3PL/(2bt2) 

①

②

③

L

t

b

外力
t

bL

毎秒0.6±0.4N/mm2の速度 

①荷重点 ②変位計 ③ひずみゲージ 

P:圧縮荷重(N) B:試験体の幅(mm) 

L:支点間距離(mm) T:試験体の厚さ(mm)

 

表 6 ALC 組積壁の補強方法 

補強方法 
①  ②

③  ④

②と④は片面張りと両面張りを検討する 

寸法 
1 ブロック 600×200×100 ㎜ 
PP シート 幅 100 ㎜  

シートによる抵抗外力 ①無し ②水平、面外力③鉛直、面外力④鉛直、水平力

 

B タイプ 

A タイプ

100mm 

200mm 

1000mm 

100mm 

600mm 

300mm 

A タイプ壁面補強 界面補強 

補強無し(N) B タイプ壁面補強 
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3.2 実験結果 

3.2.1 現場調合モルタルのフロー試験 

JIS R 5201 に基づきモルタルフロー試験を行った 5)。1回目

の測定は 223.5 ㎜、2回目の測定は 220.2 ㎜のフロー値を計測

した。ALC材料にはセメントと砂の容積比が1：3.5 程度の貧調

合の現場調合普通モルタルが使用されることがあり、また、イ

ンドネシアの郊外地域での施工において職人は砂の比率を多

くとる事が当たり前であり、本実験でもセメント砂比を1：3.5

とし、水セメント比を 70%にすることで施工効率を保った。 

3.2.2 ALC 組積試験体の三点式界面せん断試験結果(Aタイプ) 

  図１から図 4 に試験結果である曲げ強度変位曲線を示す。 

AM100N,AM100S 試験体は、貧調合の現場調合モルタルを使用

した。現場調合モルタルは強度、及び付着力が弱い為、破壊モ

ードとしては、ALC に損壊が及ぶ母材凝集破壊ではなく、モル

タル凝集破壊、界面破壊が見られた。構造体の破壊モードとし

ては母材凝集破壊>モルタル凝集破壊>界面破壊の順で安全であ

る。補強無しの AM100N は界面破壊率が平均 78%であったが、

片面補強の AM100S は界面破壊率が 38%と低下しており、代わ

りにモルタル凝集破壊の値が増加している。この結果から、ポ

リプロピレンシートによる補強により、界面破壊からモルタル

凝集破壊に性能が向上したと考察出来る。また最大強度に達し

た後の曲げ強度変位曲線を比較すると、補強無し試験体は著し

く耐力が低下し０になるのに対し、補強あり試験体は、PP シー

トが抵抗するので一定の耐力を保持していることが確認でき、

最大強度も上昇している。ポリマーセメントモルタルはモルタ

ル強度が高く、ほぼすべての試験体で界面破壊であった。 

AP100N,AP100S,AP100B の試験体はポリマーセメントモル

タルを使用した。図 3 のグラフにおいて、最大強度後のグラフ

変化は現場調合モルタルを用いた試験体と同様の変化が見られ、

片面補強と、両面補強は一定の耐力を保持したまま抵抗を続け

る。最大耐力も補強がしてあるほど大きくなっている。図 5 に

層間変形量に対する残存曲げ強度を示した。日本の構造規定上、

施行令82条の2で地震時の層間変形角は1/200以下となる性能

を計算で確認する事を規定している。層間変形角が 1/700、1/500

のグラフでは残存曲げ強度に変化は見られないが、1/300、1/200

と変形が大きくなると、補強無し<片面補強<両面補強の順で残

存曲げ強度が大きくなっている。AP100N は 1/500 で最大強度

に達しているので、層間変形量 1/200、1/300 では極端に強度が

低下している。一方で片面補強のAP100Sと両面補強のAP100B

は 1/200 の層間変形量時に最大曲げ強度となっている。組積造

は復元力や抵抗力に欠けている為、一度損壊したら、急速に倒

壊し、大きな変形に耐えることが出来ない構造である。しかし、

この実験結果から、地震などの外力により組積造住宅に大きな

変形(1/200)が生じた場合にも耐力が維持出来ていることが証明

できた。図 6.7 に断面破壊率を示す。現場調合モルタル仕様は低

強度の為、モルタル自身の破壊が起こりやすくシートの補強効

果が表れにくい。今後はモルタル性能も考慮する必要がある。 
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a) 補強無し（AM100N1,2,3） 
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b) 片面補強（AM100S1,2,3） 

図 2 現場調合モルタル-曲げ変位曲線（Aタイプ） 
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a) 補強無し（AP100N1,2,3）
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b) 片面補強（AP100S1,2,3）
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c) 両面補強（AP100B1,2,3） 

図 3 ポリマーセメントモルタル-曲げ変位曲線 
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図4  現場調合モルタル-曲げ変位曲線(B タイプ) 
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3.2.3 ALC 組積試験体の三点式界面せん断試験結果(Bタイプ) 

図 4に Bタイプの実験データを示し、BM100b.s.n の現場調

合モルタルで施工した。Bタイプの実験も PP シート両面張り

>片面張り>補強無しの順でより大きい残存耐力を示した。 

B タイプは目地部に曲げ応力による負荷がかかっているた

め最大耐力が低下した。この影響もあり、界面破断後の残存

耐力の数値が最大荷重に近い値で抵抗した。このことから、

強度が低い組積造壁面ほど、PP シートによる補強効果が見込

まれると推察できる。片面補強試験体に関しても最大強度の

55%の残存耐力を維持した。また、図 6.7 には断面破壊率を示

し比較した。補強なし（BM100n）は 42%の母材凝集破壊率で

あったが、片面補強（BM100s）は 52%の破壊率を示し、性能

の向上が見られた。また、片面補強の試験体断面においては、

PPシートによる補強が施されている面側に母材凝集破壊が多

く、見られ、このことからも PP シート補強が有効であり、性

能が向上していることが分かる。実壁面は曲げによる母材破

壊が起こりにくい為、B タイプにおいては一番起こりやすい界

面破断した試験体のみをまとめ、母材破壊したものは取り除い

た。 

 

4.まとめ 

1) 2016 年 5 月に実施した企業合同ヒアリング調査により、

本研究の PP シート補強が現地の生活水準に適した補修工

法であることが、現地の施工技術レベルや収入などから分

かった。また、ALC 材料の利用価値も確認できた。 

2) 現場調合モルタルを用いた水平耐力試験体（A タイプ） 

の実験において、補強無しは最大荷重到達後脆性的な破壊

で耐力が０になっている。一方で片面補強は最大荷重後、

PP シートが抵抗しているので一定の耐力を保持している

事が確認できる。補強効果により最大平均耐力も 13.5KN

から 16.2KN まで上昇し、破壊後の平均残存耐力も 0KN

から約 8KN（最大荷重の 49.3%）を保持している。 

3) ポリマーセメントモルタルを用いた水平耐力試験体（A 

タイプ）の実験。ＰＰシートが抵抗し、片面補強は平均で

0.15N/mm2、両面補強は平均 0.2N/mm2の残存曲げ強度を

有している。また最大耐力も同様に向上している。各層間

変形時の残存強度評価は、補強無しは 1/500 で最大強度を示

したが片面補強と両面補強は 1/200 時に最大曲げ強度を示し

た。この実験結果から、組積造住宅に大きな変形が生じた場

合にも耐力が維持出来ていることが証明できた。 
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   図 5 ポリマーモルタル試験体・変形時の残存曲げ強度(AP100) 
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図 6 現場調合モルタル・試験体破壊後断面による破壊モード 
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a)AM100N 水平耐力 補強無  b)AM100S 水平耐力片面補強 

95

60

19

5
21

100

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

BM100ｎ1 BM100ｎ2 BM100ｎ3

破
断

要
素

面
積

率
（
%

）

界面破壊AM モルタル凝集破壊M 母材凝集破壊A

90

53

0

10

47

100

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

BM100s1 BM100s2 BM100s3

破
断

要
素

面
積

率
（
%

）

界面破壊AM モルタル凝集破壊M 母材凝集破壊A

 

c)BM100N 鉛直耐力 補強無  d)BM100S 鉛直耐力 片面補強 

   図 7 現場調合モルタル A,B タイプ破壊モード比率 
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超高層ビルのタイル施工部材における打診検査時反発波の周波数特性・エネルギーと劣化性状の相関評価 
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1.はじめに 

タイルの外壁は、意匠性・耐候性・躯体保護の効果が期待

されているが、浮き・剥離の問題があるため、定期的な診断

が義務付けられている。 

しかし、現況の劣化診断方法である打診法はタイル壁面を

叩き、音の高低から浮き部分を耳で聞き分け判定する方法で

あるため、検査員の判定精度にばらつきがある。打診法の診

断精度について実験した既往の研究によると、剥離範囲を健

全部と判定してしまう誤診率が検査員によっては、最大で約

40%に及ぶという結果がある 1)。 

この現状に加え、工学院大学新宿校舎で行われた打診によ

る浮き状況調査では、先付け工法の面で浮きがあることが確

認されても、浮きが生じている位置がタイル側なのか、躯体

側なのか不明な異音のするタイルが約 6000 枚検出された 2)3)。 

そこで本研究では、打診音と浮き状況の相関を求めること

で、この不明点の解明を目指す。 

 

2.研究概要 

図 1 に研究の流れを示す。表 1 に実験項目と方法、表 2・3

にそれぞれ実験要因と水準、使用材料を示す。 

本研究では、擬似浮き部を有するタイル試験体を剥離位置

別に作製、各種試験を実施し、浮き状況と打診音の相関を評

価する。また、超高層の実建造物を対象に、浮き・剥離等の

劣化及び補修状況調査とドローンの画像撮影による壁面損傷

状況の調査を行う。 

 

表 1 実験項目と方法 
項目 方法 

研究 

1 
文献調査 

外装診断手法に関する論文、書籍 

タイル仕上げに関する論文、書籍 

ドローンに関する論文、書籍 

研究 

2 

新宿校舎 

外壁タイル 

調査 

文献調査 外壁調査・工事報告書等 

ヒアリング調査大学施設部、外装工事会社にヒアリング 

ドローン調査 中層棟南側壁面を可視画像・赤外線画像等で撮影 

打診音調査 
打診棒で外壁を叩き、その音を打音チェッカ－(PDC－

100)で計測 

研究 

3 
 

擬似浮き 

試験体の 

作製・実験 

試験体作製 発泡スチロールを擬似浮きに見立て、試験体を作製 

加速度測定試験

水平に固定した試験体に一定の高さから鉄球を自然落下

させ、衝突後のコンクリートの縦方向の振動変位、加速度

をデジタル振動計で測定 

打診音試験 
水平に固定した試験体に一定の高さから鉄球を自然落下

させ、打音チェッカ－(PDC－100)にて周波数を測定 

赤外線サーモ 

グラフィ試験 

赤外線サーモグラフィ法のパッシブ法により、熱画像を解

析し、表面温度測定 

付着強度試験 テクノテスターにて、引張試験を行い、付着強度を測定

衝撃弾性波試験バンビーノにて、弾性衝撃波試験を行い、HLD 値を計測

研究 

4 
周波数特性分析 研究 3 の測定値を使用 

研究 

5 
劣化傾向分析 

研究 4 で定量化したデータを基に、新宿校舎外壁の劣化診

断を試みる 

5. 新宿校舎外装タイルの劣化傾向分析(研究5）

1. 外装タイルの劣化診断方法についての調査(研究1)

4. 劣化性状と打診音の相関評価(研究4)

劣化状況調査

ドローンによる調査

打診音調査

②加速度測定試験

①赤外線サーモグラフィ試験

③打診音試験

⑤付着強度試験

④衝撃弾性波試験

3. 擬似浮き試験体の作製(研究3）

赤外線画像

2. 新宿校舎外壁調査(研究2）

研究背景

図 1 研究の流れ 

 

表 2 実験要因と水準 
項目 実験要因 水準 

研究

1
文献調査 論文、書籍、HP 

研究

2

新
宿
校
舎
外
壁 

タ
イ
ル
調
査 

対象建築物 工学院大学新宿校舎、築 31 年、地上 29 階、SRC 造 

文献調査 外壁調査報告書(平成 24 年)、外壁工事報告書(平成 29 年) 

ヒアリング調査 外装工事会社、大学施設部 

ドローン調査 飛行機材 Mavic、Matrice100、Matrice600 

打診音調査

打診棒 17.5φ、19φ、24φ 

回数 3 回、5 回、10 回 

単位 周波数(Hz)、音圧レベル(dB) 

研究

3

擬
似
浮
き
試
験
体
の 

作
製
・
実
験 

試験体作製

寸法

乾式外装タイル 50 角モザイク、50 角 2 丁掛 

コンクリー平板 450×600×55(㎜) 
発泡スチロール 10％、30％、50％ 

浮き型

(S)正方形 

(R)円形 

10％ 
30％ 
50％ 

(A)貫通 2 ㎜、3 ㎜、4 ㎜、5 ㎜、6 ㎜

(B)左官下 1 ㎜、2 ㎜、3 ㎜、4 ㎜、5 ㎜

(C)タイル下 1 ㎜、2 ㎜、3 ㎜、4 ㎜、5 ㎜

(D)モルタル 1 ㎜ 

(N)浮きなし 2 ㎜、4㎜、6㎜、8㎜

加速度試験
回数 1回、2回、3回 

単位 加速度(m/s2)、変位(mm)、衝撃力(N/mm2)、振動レベル(dB)

打診音試験

鉄球径 10 ㎜、20 ㎜、25 ㎜、31.75 ㎜ 

回数 1 回、2 回、3 回 

単位 周波数(Hz)、音圧レベル(dB) 
赤外線サーモ

グラフィ試験
単位 温度(� ) 

衝撃弾性波

試験 

回数 1 回、2 回、3 回 

単位 HLD 
付着強度

試験 
単位 付着強度(N/㎜ 2） 

研究

4
周波数特性分析

対象 試験体(研究 3) 
単位 周波数(Hz)、音圧レベル(dB) 

研究

5
劣化傾向分析 

対象 工学院大学新宿校舎、築 31 年、地上 29 階、SRC 造

単位 周波数(Hz)、音圧レベル(dB) 

 

表３ 使用材料（研究 2、研究 3） 
分類 項目 記号 内容 

研究

2

仕上材 磁器質タイル － 45 二丁掛け 

仕上げ工法
PC 板打ち込み － － 

現場張り － － 

シーリング材 変成シリコーン系 － － 

飛行機材 ドローン － Mavic、Matrice100、Matrice600 

研究

3

仕上材 磁器質タイル t 50 角モザイク、50 角 2 丁掛 

下地材 ポリマーセメントモルタル m w/c = 28% 

構造材 普通コンクリート c JIS A 5371 平板 

擬似浮き材 発泡スチロール eps JIS A 9511 

張付け剤 
弾性接着剤 p1 変成シリコーン樹脂(70％) 

ポリマーセメントモルタル p2 w/c = 28% 
冶具 － － 45 ㎜×45 ㎜ 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
*工学院大学建築学部建築学科・学部４年 **工学院大学建築学部建築学科・教授 
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3.工学院大学新宿校舎のタイル外壁劣化状況調査 

3.1 外装補修状況の調査 

超高層建築である、工学院大学新宿校舎(図 4)を対象にタイ

ル壁面の浮き状況調査を実施した。仕上げ工法は、主に PC

版打ち込み工法で、低層部分と一部に現場張り工法が採用さ

れている。図 2、3 に平成 17 年度、平成 24 年度、平成 29 年

度における、三度の外壁浮き状況の調査結果を示す 2)3)4)。結

果を見ると、躯体コンクリート側の浮きとタイル側の浮きが、

東西南北各方位による違いが表れることが確認できた。 

3.2 ドローンによる壁面損傷調査(平成 29 年 9 月 8 日実施) 

外壁タイルの損傷状況をドローンから確認する実証実験が

工学院大学新宿校舎で行われた。今回の調査は、中層棟南側

壁面(図 5)にて実施され、赤外線カメラや高解像度カメラ等、

各種カメラによる外壁撮影が行われた。ドローンから撮影し

た赤外線画像や可視画像と、外壁補修工事の際に取得された

外壁の損傷状況データ(図 6)3)を照合し、浮き状況の分析を今

後進めていく。赤外線サーモグラフィ法 6)は画像撮影時の障

害物回避や規定測定角度(45 度以内)等の実施条件があるため、

高層ビルの外壁調査への利用が不可能となる場合があるが、

ドローンに機器を搭載し、空中から撮影することで、その点

をカバーできる。また、ドローンを用いた新たな点検手法の

確立は、大規模災害発生後の迅速な壁面状況の把握にも繋が

る。結果の詳細は、現在分析中である。 

 

 
a)中層棟                b)高層棟 

図 2 新宿校舎、PC 板先付け工法、タイル陶片浮き率 
  

 
    a)下地モルタル部浮き率       b)タイル陶片浮き率 

図 3 新宿校舎中層棟、現場張り工法、各種浮き率 

  
a)全体          b)タイル壁面 

  
c)重点調査箇所         d)調査風景 

図 4 ドローン調査関連写真 

 

 

図 5 中層棟南側立面図 

 

 
□ⅴ タイル陶片浮き箇所 ▲ 欠損 小 箇所 

□ⅴ タイル下地浮き箇所 ▲ 欠損 大 箇所 

～ⅴ ひび割れ 0.2mm 以上箇所 □ⅴ補修跡 

～ⅴ ひび割れ 0.2mm 未満箇所 □ⅴ異音 

  〇 エフロレッセンス箇所 

図 6 外壁損傷データ(中層棟南側壁面一部) 
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4.擬似浮き部を有するタイル試験体の作製および各種試験 

4.1 試験体の作製 

タイルの浮き劣化状況を模した試験体を作製する(図 7-a)。

発泡スチロールをタイル壁面内の空隙に見立て、タイル張付

け時にモルタル内部に埋込むことで擬似浮きを再現する。タ

イルは 50 角と 50 角二丁を使用し、一つの浮きパターンごと

に 3 個ずつ作製する。 

4.2 試験体の仕様 

試験体の仕様とその一例を、表 4 に示す。試験体の種類は、

擬似浮きの位置別に 4 系統(図 8)と、浮きなし型の計 5 系統と

する。試験体の識別記号は、貫通浮きを A、下地モルタル部

浮きを B、タイル陶片浮きを C、モルタル内部浮きを D、浮

きなしを N とする。それぞれのパターンごとに、貼付けモル

タル厚さ、浮き材形状等を組合せ、試験体を作製する。 

4.3 衝撃弾性波法による強度測定試験結果 

タイル中心部の強度測定結果を図 9 に、測定機器写真を図

7-b に示す。測定結果を浮き材の平面積割合別に見ると、10％、

30％、50％と浮き面積が増加するにつれ、硬さ値(HLD)の減

少傾向が見られた。下地モルタル部浮き、タイル陶片浮きに

おいてはそれに加え、どちらも浮き材の厚み YB、YC(図 8 参

照)が増すにつれ、硬さ値が減少する傾向があることが分かっ

た。モルタル内部浮き試験体では、躯体コンクリート側から

の浮き材高さ位置 YD(図 8-D 参照)がタイル面に近づく程、硬

さ値が低くなる傾向が見られた。10％浮き試験体では ABCD

どの系統においても、基準となる健全な試験体の硬さ値と同

様な測定結果となった。衝撃弾性波法では、浮き部分の厚さ・

面積が大きいほど、欠損の状態を評価することができた。 

 

  

a)試験体写真      b)小型反発硬度測定器 

  

c)打音チェッカ－(PDC-100)     d)試験風景 

図 7 非破壊・微破壊試験関連写真 

Y YB

 
A)貫通浮き      B)下地モルタル部浮き 

YDYC

 
C)タイル陶片浮き         D)モルタル内部浮き 

図 8 試験体のタイル浮き型別の断面図 

 

表 4 試験体の仕様とその一例 

� � � � � 

浮き材形状 浮きパターン モルタル厚さ(㎜) 浮き材面積(％) 浮き材厚さ(㎜)

 

(S)四角形 

 

(R)円形 
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浮き 
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c)タイル陶片浮き        d)モルタル内部浮き 

 図 9 小型反発硬度測定器による硬さ値(HLD)測定結果 

⑤3 ㎜  
�6 ㎜  

②C)タイル陶片浮き 
④30％

①S)四角形

タイル面積に対して 30％
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4.4 鉄球落下による衝突音測定試験 

4.4.1 試験方法 

水平に固定した試験体に鉄球を自然落下させ、その衝突音

を測定する。測定機器は打音チェッカ－(PDC－100)を用いる

(図 7-c)。鉄球径は、10 ㎜、20 ㎜、25 ㎜、31.75 ㎜の四種類、

落下高さは 1、3、5 ㎝とする。 

4.4.2 試験結果 

球径 25 ㎜の鉄球を 1、3、5 ㎝から落下させた試験結果の

一例を図 10 に示す。横軸は周波数レンジ(kHz)、縦軸は音圧

レンジ(PWR)を表している。この結果よりタイルの反射音は、

タイル面に加えたエネルギーと反発界面の状態により決まる

ことがわかった。 

次に、作製条件が同じ 3 つの試験体の周波数測定値のエネ

ルギーが第一第二ピークとなる周波数の平均値と標準偏差を

グラフにしたものを図 11 に示す。結果を見ると、浮きの無い

健全な試験体と浮きの在る試験体との間に明確な差は見られ

なかった。 

 
5.まとめ 

本研究より以下の知見が得られた 

1)打診検査は、調査員により判定精度にばらつきがあり、浮

きの存在自体は確認できても、剥離位置の判定が困難なタ

イルが一定数存在することが事前調査により分かった。 

2)ドローンで外壁の状況を確認した。撮影画像や外壁損傷デ

ータ等から、高層ビル外壁の損傷判断手法を検討する。結

果の詳細は、打診検査結果と合わせて現在分析中である。 

3)衝撃弾性波試験では、浮き部分の厚さ・面積が大きいほど、

欠損の状態を評価できた。 

4)タイルの反射音は、タイル面に加えたエネルギーと反発界

面の状態により決まることが確認できた。周波数測定結果

をエネルギーのピークから比較したが、試験体の系統ごと

に明確な差は、見られなかった。 
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図 10 鉄球衝突音測定結果(試験体 SA6-10-6 � ) 
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c)タイル陶片浮き(鉄球径 25 ㎜落下高さ 5cm) 

図 11 鉄球衝突音の第一第二ピーク周波数平均値 
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既存の現近代建築におけるラス漆喰天井の劣化状態の評価 
    

現近代建築物，天井，ラス漆喰，腐食状態                         半座三紗子* 田村雅紀 **  

        

1.はじめに 

遺産的建造物とは文化を共有する集団の歴史、伝統、風習

などを集約した象徴的な存在である。そして遺産的建造物は

地域復興や観光復興において観光拠点形成となるように、日

本の社会において重要な役割を果たしている。それらの洋館

等における天井仕上げのひとつとしてラス漆喰天井が用いら

れている。図 2 で示すラスは明治時代に西洋から普及したも

ので、明治の終わりまではイギリスやアメリカで作られたも

のを輸入して使用していた。国産化がされたのは大正 3(1914)

年であった。現在それらの使用されていたラスは経年劣化が

進み、さらに震災の影響もあり、ラス漆喰天井の落下が懸念

されている。2011 年に起きた東日本大震災では近現代の建造

物を含む遺産的建造物にも一定の被害があった 1)。そのなかで

も、九段会館ではラスの劣化が原因とみられる影響も見られ

た。こうした被害防止のために 2014 年 4 月に「天井脱落対策

に係る一連の技術告示」が施工され、天井の落下防止工法を

中心に概要がまとめられた。そこで、「特定天井」という概念

が新たに規定された。特定天井とは脱落によって重大な危害

を生ずる恐れがある天井のことで具体的には①吊り天井、②

天井高さ 6m、③水平投影面積 200m2、④単位面積質量 2kg/m2

超、⑤人が日常利用する場所―といった 5 条件がすべて当て

はまるものを指す。 

平面 断面

鉄板に切れ目を入れて引き伸ばすエキスパ
ンド製法。メタルラスは、平ラス・こぶラ
ス・波形ラス及びリブラスの4種類に区分す
る。なお、防錆処理したものと無処理のも
のがある。大正3年に国産化した。

鋼鉄線を編んだもの。メタルラスよりもワ
イヤラスの方が厚いため塗り圧が大きくな
ると同時にワイヤラスの端部なだが表面に
出やすくなる。明治４１年に国産化した。

ラスとは

主として建築の左官・耐火被覆・防水被覆などの下地材及び軽量気
泡コンクリートパネル(ALC)の補強材に使用する。
塗り壁や天井の下地に張って、左官材料をからませて壁に固定する。

ワイヤラス メタルラス

メタルラス製造機によっ
て鋼板をエキスパンデッ
ト状に切り伸ばした状態
の製品であり、成型など
の二次加工されていない
平らなメタルラス

平ラスを同一方向
にこぶ付け加工さ
れたメタルラス

平ラス製造時に素板部分を
一定間隔で残し、残した素
板部分に同一面方向に山形
加工されたメタルラス

平ラス

リブラス

平ラスを一定方
向に波形加工さ
れたメタルラス

こぶラス波形ラス

 

図 2 ラスの分類と特徴 

               

 

本研究ではこの特定天井にあたるラス漆喰天井が腐食し、剥

落してしまう原因を過去の剥落したラス天井漆喰から図 1の

流れで分析し表 1の材料を使用し、表 2 の要因と水準でラス

や漆喰の形や成分を研究する。遺産的建造物に使用されてい

る古くなったラス漆喰天井の補修をすることで経年劣化に対

する耐久性や固定度などの性能を向上させ、長く利用される

遺産的建造物となることを目指す。 

 

研究1) 現代のラスに含まれる亜鉛メッキの量を蛍光X線で分析する
研究2)  実部材のラスと漆喰の比較をする

研究1  蛍光X線と熱分析による測定

研究1) 1917年に使用されていたラスと漆喰から蛍光X線でラスと漆喰の成分量を分析する
研究2) 熱分析器で4層になっている漆喰の層別に含まれる酸素量を測定する

研究1) 目の異なる数種類のラスで漆喰の塗り性能試験を行う。
研究2) 試験体を用いた中性化試験をする
研究3)  試験体を用いた接着力試験をする

研究3 現代のラスと漆喰の劣化再現実験のための試験体作製

研究2 現代のラスの成分試験

 

図 1 研究のフロー 

 

表 1 使用材料 

 

実験 要因 水準 

1-1 

1-2 

剥落したラス漆喰天井 

仕上面寸法：約 500mm×500mm 

1917 年実施工要素 

漆喰 4層、ラス 1 層 

2-1 

2-2 
ラス漆喰天井用ラス 

ハイラス 一定 

平ラス・ハイラス 一定

3-1 

3-2 

3-3 

ラス漆喰天井の形状 ラス漆喰天井下地を模擬

野縁・野縁受け 
杉角材(幅 30×高さ 40×

長さ 300mm)一定 

漆喰塗り厚 約 12mm 一定 

実験 材料 内容 

1-1

1-2
ラス漆喰 1917 年に実施工されていたラス漆喰天井部材

2-1

2-2

2-3

3-1

3-2

3-3

水 上水道水 

消石灰 JIS A 6902 左官用消石灰に準拠した消石灰 

骨材 

大井川産陸砂(粒度 2.0mm 以下、絶乾密度

=2.68g/cm3、 

吸水率=1.32%、F.M=2.83) 

スサ 白毛すさ(1～3層)、さらしすさ(南京すさ４層目)

メトローズ 
1 袋 45g 

 漆喰の場合、消石灰 20kg に対し２～3袋使用

ラス 

ハイラス(R=19,S=8.5)薄板の厚さ 0.5mm、幅 610mm

長さ 1820mm、質量 900g/枚 

平ラス 2 号(R=26,S=16)薄板の厚さ 0.4～0.7mm、

幅 610mm、長さ 1820mm、質量 0.50kg/m2 

ハッピーラス 波形 1号(R=26,S=14.5) 

リブラス 

ニシヤマラス 厚さ 0.27～0.3mm 幅 900mm 長さ

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
*工学院大学建築学部建築学科・学部４年 **工学院大学建築学部建築学科・教授 
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表 2 実験要因と水準 

2.ラス漆喰天井実部材を用いた実験の概要 

2.1 ラス漆喰実部材の分析 

表 3のラスの特徴 5)と写真 2の剥落したラス漆喰から、使用

されていたラスは平ラスかハイラスで絞られる。ラスの寸法

は図 3c)よりボンドの中心間距離とし、長目方向の対角線の距

離を R、短目方向の距離をＳとしている。ラスのサイズを測る

と図3a)よりS=13,R=26ということから網目の小さいハイラス

ではなく、平ラスであり、そのなかでも 0号が使われていた

ということが表 4a・bからわかる。図 4 に示す歴史的な流れ

を見ても、メタルラスは大正 3(1914)年に国産化したことから

平ラスが 1917 年に使用されていたことが裏づけされ、この年

代に使用されていたラスは平ラスが多いという仮説が立てら

れる。ラスが特定されたところで、1917 年に使用されていた

漆喰天井が剥離した原因を解明する。写真を見て分かるとお

り、一部のラスは漆喰に付着しているが、ほとんどが完全に

剥離している。これはラスの腐食が原因とみられる。ラス漆

喰天井は内部や屋根裏からの CO₂を吸収することにより、漆喰

が中性化し、さらに湿度や温度の条件でラスの防錆処理が失

われている場合により鉄部分が腐食し膨張することでラスが

漆喰と剥離する。つまりラスが腐食する主な要因として、①

漆喰の中性化によるもの。②漆喰を塗った時に完全に漆喰が

ラスを覆っていなかった③ラスに防錆処理がされていなかっ

た。という 3 つが挙げられる。まず写真から分かるのは、②

のラスが漆喰に覆われていないということである。漆喰の塗

りこみが弱いとラスから山のように出た漆喰が隣の漆喰と重

なることがない。そのためラスに対する付着面積が小さくな

り、またラスも腐食しやすくなるため、剥離しやすい。ラス

以外の剥落しやすい原因としては経年に伴う漆喰のひび割れ、

ステープルの腐食、木製下地材の腐食による固定度の低下等

が挙げられる。 

 

  

 a)採取したラス漆喰      b)ラス漆喰天井裏 

 

ラス

5.5mm
3.0mm
1.5mm

2.0mm1層目

2層目
3層目
4層目

ラスの表面が
露出し錆びやすい

 
  c)ラスの寸法        d)ラス漆喰の断面 

        

図 3 ラス漆喰天井実部材の構成 

表 3 ラスの特徴分析と使用条件 

 

実験 実験項目 評価方法 

1-1 ラス漆喰 

天井部材 

(1917 年施工) 

ラス(Fe)と 

漆喰(Ca)の 

成分分析 

蛍光Ｘ線分析装置による

成分分析 

1-2 
漆喰の 

炭酸化の有無 
示差熱熱重量測定 

2-1 
ラス 

成分分析 
蛍光Ｘ線分析装置による

成分分析 

2-2 腐食試験 JIS A 5505 参照 

3-1 小型 

試験体 

塗り性能試験 おさえ厚一定 

3-2 付着強度試験 引張試験による測定 

3-3 角柱形状試験体 強度試験 曲げせん断圧縮強度試験

ラス漆喰天井の構造     ラス漆喰天井部材    

300~455mm 300~455mm

910mm

天井吊木

野縁受け

野縁

ラス

漆喰4層12~15mm
下塗り、むら直し
中塗り、上塗りの順

 

ラス 特徴 

平ラス 
JIS A 5505 製品。亜鉛鉄板によりつくられるものも

ある。特注品のサイズもある。 

ハイラス 

網目に剛性があり、亀裂防止になる。編み目は平ラ

スよりも小さい。網目の形状がやや亀平型。ラス下

地が不要。カーブの塗り面が自由。亜鉛鉄板からな

る。機会吹付左官に適し、コテ塗りは非常に簡易に

早くできる 

ハッピーラス

(波型ラス) 

建築基準法施工令108条のモルタル塗り厚20mmを十

分確保でき、耐火性能がある。モルタル質量による

ラス切れを起こすことがなく、モルタル下塗り層の

中心にラスが入るため、耐震性にも優れている。 

リブラス 

用途は鉄骨造の内外壁、はり、柱など。建物の不燃

化高層軽量化、プレハブ建築内装材として使用可能。

モルタル等の付着がよく、役物に最適 

ニシヤマラス

モルタルの塗りやすい能率的な形状で手間がかから

ず、間柱にそのまま貼り付けるだけの 1 工程ですむ

ため、作業人数削減につながり、経済的。モルタル

の塗り厚によって木造は防火構造・鉄骨増では耐火

構造となる。剛性は大きく伸縮・たるみ・継ぎ目の

不揃い等による亀裂が生じない。また。クラフト紙

が裏打してあり、内部からの木部の腐朽・蟻害等か

ら壁を守る。 

種類及び記号 材料又は表面処理、及び記号 用途 
平ラス 

こぶラス

波形ラス

リブラス A

F

K

W

RA

 

溶融亜鉛めっき 

 

ステンレス 

建築の左官・耐火被

覆・防火被覆などの下

地材 

ALC パネル用

ラス 
ALC 無処理 ALC パネルの補強材

平ラスの寸法 (単位：mm) 
ハイラスの寸法 

(単位：mm) 

呼び方 0 号 1 号 2 号 3 号 4 号 
ハイ 

ラス 

ハイ 

ラスⅡ 

薄板の

厚さ 

0.4

～

0.6

0.4

～

0.6

0.4

～

0.7

0.5

～

0.7 

0.5

～

0.8 

0.5～0.6 

質量 

(kg/m2)
0.35 0.45 0.5 0.7 1.05 

900 

(g/枚)

1100 

(g/枚) 

備考
R 26～32 19 

S 13～16 8.5 
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表 4 実験項目と評価方法 

2.2 ラス漆喰実部材の蛍光 X 線分析装置による成分分析 

図 5 に蛍光 X 線を用いた漆喰とラスの成分分析の結果を示

す。値は、蛍光 X 線による強度比(cps/uA)から想定した酸化

物の質量割合で求めた。使用されていたラスは大まかに 4 層

に分かれており(表 4)、天井側から順に 1 層目(下塗り)、2層

目(むら直し)、3層目(中塗り)、4層目(上塗り)となっている。

そこで 4 層に分けられた漆喰と 1 層目についていたラスを採

取し、さらに現代使われているラス(ハイラス)も分析し、比

較する。漆喰の 4 層分を比較してみると、図 5 からわかる通

り、塗り層による材料の含有量と分析された成分との割合が

一致していることが分かる。しかし、図 4 より、当時使われ

ていたラスと現代のラスを比較すると明らかに成分と割合が

異なることが分かる。当時のラスには亜鉛めっきはほとんど

されていない。漆喰１層目(図 5a)からも付着した亜鉛はほと

んど検出されなかったため、1917 年代に使用されていたラス

には亜鉛メッキが使用されていなかったと裏付けられる。 

2.3 漆喰実部材の熱分析装置による熱重量測定 

漆喰の中性化による原因があるかを調べるため、熱分析装

置で層別に含まれる構成元素量を測定する。採取した漆喰は

SiO2固形分を中心とした砂質量割合(%)を量り、下塗りの場合

は約 10%、むら直し・中塗りは約 50～60%程度の砂含有分を除

く漆喰分を測定対象とした。熱分析のグラフは質量変化率(%)

と示差熱変化(μV)を表し、漆喰に含まれている成分の燃焼温

度の発熱・吸熱反応とその質量によって分析する。図 6 のグ

ラフを見ると、漆喰の 4層共に 100℃で初期減少である水(H20)

の蒸発が見られないことから漆喰は水分を含んでおらず、木

質系の繊維であるスサが燃える温度が約 260℃であることか

ら発熱反応が起きていることが分かる。次に約 550℃になると

消石灰(Ca(OH)2)の構造水が脱水を始める(式(1))。さらに

850℃までに漆喰が炭酸化する反応の脱炭酸化反応式(2)が起

こり、最後に漆喰に含まれる砂が溶ける構造水が吸熱する反

応が見られる。 

Ca(OH)2→CaO+H２O  …(1) 

CaCO3→CaO+CO3     …(2) 

また、蛍光 X 線で測定した結果だけでは漆喰の炭酸化した

割合が分からないため、熱分析の結果を合わせて分析した結

果、図 7のようになり、当時の漆喰に含まれる消石灰のうち 4

層すべてが約 8 割炭酸化した炭酸カルシウム(CaCO3)となって

いた。この結果からラスは酸化しやすい状態にあったことが

分かった。漆喰が中性化していたことも含め、ラスが腐食し

てしまう要因がすべてそろっているため、このラス漆喰天井

は非常に剥離しやすい条件にあったと考えられる。 

 

図 4 ラス実部材の化学組成比較(旧ラス、新ラス) 

        
a)1 層目           b)2 層目 

         

c)3 層目             d)4 層目 

図 5漆喰実部材の蛍光 X線分析による層別化学組成比較 
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図 6漆喰実部材の示差熱・熱重量による層別構成元素量比較 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4層目

3層目

2層目

1層目 CaCO3 84.7%

CaCO3 81.3%

CaCO3 84.7%

CaCO3 83.3%

Ca(OH)2 14.1%

84.7%

Ca(OH)2 3.85%

84.7%

Ca(OH)2 2.77%

84.7%

Ca(OH)2 2.36%

MnO 2.61%
Fe2O3 2.6%

FeO3 2.89%

SO3 6.9%  
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図 7漆喰実部材の層別炭酸化割合(1～4層) 

3.ラス漆喰試験体を用いた劣化状態の検証実験の概要 

ラスが普及していた当初の防錆処理がされていないラスの

耐久性を求めるために試験体を作成する。試験体は表 5 にあ

るように、ラスに防錆処理がされているものとしていないも

の、またラスの網目の大きさを変え、ラスの打ち付ける位置

を変えることで漆喰の塗り厚による付着力の変化も比較する。 

そして漆喰の調合は表 6 の木摺り下地の調合をもとにして、

砂と水の量を調整することでラス漆喰に適した調合を分析す

る。さらにそのラス漆喰を中性化したものと中性化させ塩水

をかけたものとで腐食試験を行う。加えて、各試験体を 3 つ

ずつ作りそれぞれの平均をとる。試験体は表 5 の試験体全体

図のように引っ張り試験を行うためのジグ(45×45mm)の大き

さに合わせ野縁にあたる木枠を作成する。木枠はラスを打ち

付ける高さ上(15mm)下(5mm)とし、表 5試験体断面図にあるよ

うに漆喰を塗る。またラスを打ち付ける前に漆喰を一定の高

さで塗っておくことで安定した塗り厚を確保する。平行して

40×40×160mm の鋼製三連続型枠を用いて強度試験の試験体

を作製する(写真 8c)。養生は気温 20℃、相対湿度 60%の試験

室環境にて実施する。試験体から引っ張り強度を測定し、漆

喰の耐久性を分析する。 

 

4.まとめ 

1)過去に使用されていたラス漆喰天井は漆喰の塗り厚が通常 

(12～15mm)の約 2倍の厚み(約 28mm)があった。 

2)当時ラス漆喰天井のラスには亜鉛めっきの防錆処理がされ

ていなかった。 

3)漆喰に含まれる消石灰のうち 4層全てが約 8割中性化して 

いたことからラスが錆びやすい状態にあり、非常に剥落し

やすい状況にあったことが分析結果でわかった。 

4)ラス漆喰天井模擬試験体を作製するにあたり、塗り性能試    

 験を行ったところ、形状が特殊な波形ラスでは安定したか

ぶり厚が確保できず、網目が細かいラスではすさが引っか

かってしまった為、改良を加えた試験体を作製した。 

5)作製した試験体で引張試験、腐食試験、またラスの塗り厚

による強度を分析することで、漆喰の接着力を比較する試

験を行い、さらに天井漆喰の最適な調合を見つける。 
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表 5 ラス漆喰劣化再現実験のための試験体作製条件        

 

表 6 ラス漆喰劣化再現実験のための調合・塗り厚条件     

施工

箇所
塗り層 

消石灰 

砂 

つのまた

または 

銀杏草(g) 

すさ(g) 

塗り厚(mm)
下塗

り用

上塗

り用
白毛 さらし

天井

ひさ

し

下塗り 

むら直し

中塗り 

上塗り 

1 

1 

- 

- 

- 

- 

1 

1 

0.1 

0.6 

0.5 

- 

1000 

900 

800 

800 

900 

800 

700 

- 

- 

- 

- 

800 

2.0 

5.5 

3.0 

1.5 

※消石灰 20kg に対して

  

a)漆喰材料            b)ミキサー機混和状態 
 

  

c)中塗り漆喰試験体       d)漆喰裏面(ハイラス) 
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 本研究は H29年度工学院大学ブランディング研究テーマ 2によるも

のである。試験体作製に助力を頂きました富沢建材株式会社冨澤英一
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 ラスの表面処理 防錆処理有り・防錆処理無し 

ラスの種類 平ラス 2 号・ハイラス 

試験状態 漆喰の調合 砂 水 

標準 

中性化 

中性化＋塩水 

 

ラスの位置 

上・下 

多い 多い 

少ない 多い 

少ない 少ない 

なし 普通 

  

   a)試験体全体図      b)試験体断面図 

  

   c)漆喰の塗り状態     d)ラスの打ち付け状態   

漆喰 

ラス 

野縁 
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機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発 

～設備施設の耐震性能向上～ 
 

建築設備 ライフライン 水賦存量 水の自給率             西川 豊宏＊ 

  

  

                    

１．はじめに  

 過去の大地震では、建築構造は健全であっても、

ライフライン機能を掌る建築設備の損傷やインフラ

途絶により、建物を利用できないという事例が散見

された。また、建物の居住者のみならず、帰宅困難

者対応への配慮も発災後対応として考慮すべき事項

とされている。本テーマでは、ライフライン途絶に

際しての建物利用の実態を明確にすべく、西新宿エ

リアの水賦存特性や建築物の設備耐震性について評

価し、その対策を検討する。 

 

２．都市・建築のライフライン設備の地震被害調査  

 図 1 に近年発生した主な地震（兵庫県南部地震（以

下 兵庫）、新潟県中越地震（以下 新潟）、東北地

方太平洋沖地震（以下 東北）、熊本地震（以下 熊

本））によるライフライン被害戸数 1)～4)を、図 2 に

ライフライン被害の復旧に要した日数 1)～4)を示す。

4 つの地震で共通して、電気の被害戸数が も多く、

次いで、上水道、ガスである。一方、それらライフ

ライン設備の復旧に要する日数は、電気が も早く、

１週間程度で復旧している。上下水道は、 長で 3

か月程度要している。ただし、この調査は、完全復

旧に要する日数を示したものであり、上下水道では、

多くの建物が早い期間で断絶が解消している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ライフライン途絶に対する給排水衛生設備  

3.1 評価エリアの概要  

 図 3 に本研究における評価エリアの建物概要注 1)

を示す。評価エリアは、新宿駅の西側であり、主に

オフィスビルが立地し、新宿駅から離れるにつれて、

住宅等が所在する。対象とした 44 棟の建物は、地盤

面からの高さが 60m（階高 4m と仮定し、15 階）を超

える建築物の超高層建築であり、5 つの用途の建物

が所在する。中でも、事務所建物は、棟数では 72.7%、

延床面積では 83.3%、建築面積では、77.6%と多くを

占めている。また、対象とした建物のうち、10 棟が

再生水を利用注 2）している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ライフライン被害戸数 1)～4) 
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図 2 ライフライン復旧日数 1)～4) 
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17 日 

発災からの経過日数[日] 
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図 3 評価エリアの概要注 1) 

建物
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延床
面積
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面積

割合[％] 
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これらの建築物は、超高層大規模建築であること

から、給水方式は高置水槽方式であると推測される

ため、災害時において建築物へのライフライン途絶

が生じても、高置水槽や受水槽が保有する水の使用

が期待できる。そのため、ここでは、設計資料に基

づき、建築物の水使用量と水槽容量の推算から、各

時刻における水槽水位を求め、保有水量の時刻変動

を予測した。 

 

3.2 時刻別水使用量の仮定 

 図 4 に時刻別使用水量注 3）を示す。評価エリアに

所在する 44 棟の建築物の使用水量を時刻別に合計

して示している。事務所建物が多く所在しているこ

ともあり、平日 9～17 時の水使用量が多い傾向にあ

る一方で、土曜、日曜・祝日の水使用量は、平日と

比較して、一日を通して変動が少ない傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 時刻別水槽水位の予測 

図 5 に高置水槽、受水槽それぞれの水槽容量注 3)、

図 6 に時刻別水槽水位の予測結果注 4)を示す。評価エ

リアに所在する 44 棟の建築物の受水槽と高置水槽

の水槽水位をそれぞれ時刻別に合計して示している。

予測計算をする際の初期条件として、水槽水位が満

水の状態とし、水槽水位が補給水位を下回った際に

満水まで補給されるとした。高置水槽の平日の水槽

水位の時刻変動を見ると、水槽水位が 低となるの

は、9 時であり、使用水量が 大となる時刻と一致

した。土曜、日曜・祝日では、平日に比べて、大き

な水位の低下は予測されなかった。これらの結果は、

事務所建物が多くの割合を占める評価エリアの特徴

であると考えられる。一方、受水槽に関しては、平

日では、13 時に、土曜、日曜・祝日では、11 時に

も水槽水位が低くなる結果となった。受水槽は、高

置水槽に比べて、水槽容量が大きく、補給される回

数が少ないため、水槽水位の変動に違いが生じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 災害時の断水を想定した水利用の予測 

 前項までの結果を用いて、災害により上下水道が

図 4 評価エリアの時刻別使用水量注 3) 
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図 6 評価エリアの時刻別水槽水位 
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図 5 評価エリアの水槽容量 
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寸断されたと仮定し、評価エリアにおける水の自給

について、公的支援を望むことができない発災後 3

日間 5)に関して予測を行う。 

表 1 に断水時を想定した衛生器具の使用条件、表

2 に建築物に在館する人員数の算定条件を示す。本

研究では、飲用水は、ペットボトルでの備蓄を想定

し、水使用用途をトイレに限定した。断水を想定し

た際には、一日当たりのトイレの使用回数を 5 回 6)

と仮定し、上水を手洗いに、雑用水を便器洗浄水に

使用するとして予測を行った。また、建物の在館者

数に関しては、評価エリアでは、災害時に自宅へ帰

宅するのではなく、建物に留まることを推奨 5)して

いるため、平常時に建物に在館している人員数を建

物用途ごとに予測した上で、外部からの受け入れを

事務所建物、教育施設、宿泊施設に関して、想定す

るものとした。なお、人員数については、文献 7）の

調査結果を参考に、建物用途ごとに時刻変動を考慮

しており、評価エリアの 44 棟の建物の合計人員の変

動を図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 に上水と雑用水の水自給率注 5)を示す。発災

時刻を、人員数の変動を考慮し、深夜（0 時）、朝（9

時）、昼（13 時）、夜（17 時）の 4 ケースとした。深

夜発災のケースでは、上水、雑用水ともに、自給率

100%を維持する結果となった。それ以外の 3 つケー

スでは、概ね同様な結果を示しており、上水では、

40～100%を、雑用水では、10～30%を推移しており、

わずかではあるが、昼発災（13 時）が も自給率が

低くなる結果になった。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 3 に評価エリアにおける水自給率を改善するた

め、その検討パターンを示す。近年の節水化の動向

を考慮した節水器具への改修を行う 3 つのパターン

（節水①～③）と、上水を雑用水用途に代替するパ

ターン（代替①）の計 4 パターンで検討を行うこと

とした。図 6 に検討した 4 つのパターンの上水、雑

用水別の水自給率を示す。図 5 の評価結果より、

も自給率が低いケースであった昼発災に対して水自

給率の改善を検討した。節水器具への改修により、

その使用水量が少ないほど、大きな改善の効果が予

 建物内部[人] 外部受入[人] 

事務所建物 
教育施設 

専有面積※1 
×基準階階数※2 

×0.12 人/m2 

有効面積※1 
×(2 人/3.3 m2)※3

宿泊施設 (1 人/床)＋従業員 
有効面積※1 
×(2 人/3.3 m2)※3

集合住宅 

1R,1K    ：1 人 
1DK,1LDK,2K ：2 人 
2DK,2LDK,3K ：3 人 
3DK,3LDK   ：4 人 

なし 

医療施設 
(1 人/病床) 
＋医師、看護師 

なし 

表 1 衛生器具の使用条件 

 用途 使用水量 使用回数 

上水 手洗い 1L/回 5 回/日 
男：大 1 回/日
 ：小 4 回/日
女：大 5 回/日

雑用水 便器洗浄水 
大：13L/回 
小： 4L/回 

図 5 発災時刻別の水自給率注 5) 
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検討パターン 

手洗い器 
[L/回] 

大便器
[L/回]

小便器
[L/回]

現状 1.0 13.0 4.0

節水器具
への改修

節水① 0.5 8.0 3.0
節水② 0.5 6.0 2.0
節水③ 0.5 4.8 1.2

代替利用 代替① 上水を雑用水として代替利用

 

表 3 自給率向上に関する検討パターン 

図 4 人員の時刻変動 
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表 2 建築物に在館する人員数の算定条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 専有面積：建築面積×レンタブル比 0.6 
※2 基 準 階：1 階を除く階数 
※3 3.3m2 当たり 2 人が目安とされる 1） 
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測された。上水を雑用水へ代替利用することは、雑

用水の自給率が改善された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

 本年度は、西新宿エリアのライフライン途絶を想

定し、断水時の水賦存特性を発災時刻別に予想した。

その結果、水の自給率は、上水では 40～100%、雑用

水では 10～30%と推算され、非常時の水使用のあり

方については一考を要する。今後は、建築設備の耐

震性能を検証するとともに、常用設備としての適正

容量と非常時対応について建築ハード面から評価す

る予定である。 
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注記 

注 1)建物情報は、建物ポイントデータ 2013 版(株)

ゼンリン）を活用した。 

注 2)東京都下水道台帳に基づき、再生水を引き込ん

でいる建築物を特定した。 

注 3)時刻別水使用量は、式(2)～(3)により算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 4)時刻別水槽水位を算出ため、水槽容量を式(4)～(5)

により算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 5)水の自給率は、式(6)により算出した。 
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Rw=(Q3d－Qsh)/Q3d× 100
Rw:水自給率                 [%]
Q3d:発災後 3 日間の使用水量          [m3] 
Qsh:発災後 3 日間の不足水量          [m3] 

・・・式 (6)

Ve= (Qp－Qpu)・T1+Qpu・T2

Vs= Qd/2

Vs:受水槽容量                 [m3] 
Ve:高置水槽容量                [m3] 
Qh:時間平均予想給水量 (=Qd/T)         [L/h] 
T :水使用時間                 [h] 
Qm:時間 大予想給水量 (=k1・Qh)        [m3/h] 
Qp:ピーク時予想給水量 (=k2・Qh/60)       [L/min] 
k1 :時間 大予想給水量のピーク率 (=1.5)     [-] 
k2 :ピーク時予想給水量のピーク率 (=3.0)     [-] 
Qpu:揚水ポンプの揚水量            [L/min] 
T1 :ピークの継続時間 (=30)           [min] 
T2 :揚水ポンプの 短運転継続時間 (=15)     [min]  

・・・式 (4)
・・・式 (5)

Qh, t =Qd・R

Qd= Qn・S/1000
・・・式 (2)
・・・式 (3)

Qd：1 日の使用水量              [m3]
S :延床面積                  [m2]
Qｎ:単位床面積当たりの使用水量     [L/(m2・日 )]
 
 
 
Qh,t :時刻別時図使用量            [m3/h]
R :使用水量の割合               [-]

事 務 所：  8.05  ホ テ ル：24.20 
一 般 家 庭：10.80  大学講義棟：  4.00 
病 院：22.40 

図 6 検討パターン別の水自給率（昼発災）注 4) 
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地表地震断層近傍の長周期地震動の特性 
 

長周期地震動、地表地震断層、フリングステップ     久田嘉章＊ 

活断層、 強震動、 指向性パルス     

                    

１．はじめに  

2016 年熊本地震（本震）では活断層に沿って大規

模な地表地震断層が出現し、その近傍の益城町や西

原村で特徴的な長周期強震動が観測された。本報告

では、超高層建築など長周期建物で問題となる従来

型の長周期・長周期地震動と、活断層近傍に現れる

長周期パルスを整理し、簡単な断層震源モデルを用

いて、その特徴や成因を調査する。なお本報告の１

部の内容は、日本建築学会・第 45 回地盤震動シンポ

ジウム(2017 年 11 月 24 日)で発表した。 

 

２．長周期地震動と断層近傍の強震動特性  

まず長周期地震動を分類し、次に単純な断層震源

モデルを用いた計算例から、断層近傍の長周期強震

動の特徴を確認し、強震動計算を行う際の注意点な

どを説明する。  

 

2.1 長周期地震動の分類と主な特徴 

表 1 に長周期地震動の分類を示す。長周期地震動

は大別して、堆積盆地（関東平野など）内で卓越す

る表面波である長時間型と、断層近傍で発生するパ

ルス型がある。さらにパルス型には図 1 に示すよう

に、震源断層の破壊伝播効果によって発生する指向

性パルスと、地表地震断層など浅い断層すべりに起

因するフリングパルス／フリングステップがあり、

さらには２種のパルスが同位相で重なり複合型パル

スとなる場合がある（例えば、文献 1)-3)）。  

指向性パルスは、1995 年兵庫県南部地震における

神戸市で観測され（JMA 神戸波など）、市内建物の

大被害の一因となったため「キラーパルス」として

知られている（例えば文献 1））。横ずれ・縦ずれ断層

ともに主に断層面に直交する方向で卓越するが、横

ずれ断層で破壊伝播が上昇する場合は、断層面に平

行するすべりの向きに表れる場合がある 2)。図 1(1)

に示すように速度波形では正負に大きな振幅を示す

パルス波となり、一般に永久変位は生じない。  

フリングパルス／フリングステップは 1999 年台

湾・集集地震で発生した大規模の地表地震断層のご

く近傍で観測され（石岡波など）、長周期地震動の卓

越と同時に、断層ズレによって建物に大きな被害が

生じる場合がある。図 1(2)に示すように、速度波形

は片振幅に卓越し、変位波形には断層すべりに起因

するステップ関数状の永久変位を示す。  

 

2.2 単純な断層震源モデルによる断層近傍強震動の

特徴 

単純な断層震源モデルで断層近傍の特徴的な長周

期地震動の物理的な成因と特徴を確認する。使用ソ

フトは著者らが開発した解析的手法（波数積分法）

で、地表地震断層など浅い断層震源モデルで発生す

るフリングステップを精度よく計算できる特徴があ

る 3)。なお手法の詳細や計算ソフト、例題等は全て

Web Page（工学院大学・久田研究室）で公開してい

るので参照されたい。  

(1) 点震源による S 波放射特性 

断層近傍の特徴的な強震動特性を理解するため

に、まず図 2 に点震源による S 波の放射特性を示す。

まず図 2(1)は右横ずれ断層を上から見た地表上の平

面図である。断層面の線上とそれに直交する線上で

は、それらの線に直交する方向で最大振幅の揺れが

現れる。一方、それらの線に 45°傾斜する線上では

振幅が 0 になる。次に図 2(2)は、図 2(1)の A-A’断面

の放射特性であり、断層面に直交する線上では、紙

面に直交する方向で最大振幅の揺れを示す。一方、

断層面の延長線上では振幅が 0 となる。 

(2) 地中断層モデルによる指向性パルス  

まず図 3 の単純な右横ずれの地中断層モデルで指

向性パルスを確認する。地盤モデルは半無限一様地

盤（密度=2.5g/cm3、Vs=3 km/s、Vp=5 km/s）とし、

食い違い変位を 1m、継続時間 0.6 秒の三角形関数を

すべり速度関数を用いて、3 Hz までの波を計算する。

断層面は 10x4 km2 であり、これを 5x2 個の小断層で  

 ＊ ：工学院大学建築部まちづくり学科  
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分割する。破壊伝播速度は 2.5 km/s で、各小断層で

6x6=36 点のガウス積分点を配置し、最小波長でも十

分な破壊フロントの連続性を確保した。震源（破壊

開始点）の位置は、断層の左上端部（震源１）と、

左下端部（震源２）の２ケースとする。一方、観測

点は断層面の両端部近くで、断層面の地表の延長線

から 0.1 km と 2 km の距離の計４点とした。  

図 4 に計算した速度波形を示す。図中、FN 成分

は  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層直交（X）方向、FP 成分は断層平行（Y）方向

で、上段が断層面の延長線上から 0.1 km（観測点 1A

と 2A）、下段が 2 km（観測点 1B と 2B）の波形であ

る。観測点 2A の FN 成分（特に震源２の場合）に大

振幅の指向性パルスが現れている。観測点 2A は断

層のごく近傍であり、図 2(1)の①点に相当し、断層

各点から発生する要素パルス波は断層に直交する方

向で最大振幅となる。断層破壊が進行する観測点 A

では、これらの要素パルス波が、ほぼ同時刻に重な

るため大振幅のパルス波に成長する。一方、震源２

の場合、観測点 1A に向かって破壊伝播が上昇して

くるが、FP 成分に指向性パルスが現れていない。こ

れは図 2(2)の②点に相当し、断層面の延長線上では

振幅 0 となるためである。一方、図 2(2)の③点に相

当する観測点 1B では、FP 成分に指向性パルスが現

れている。但し、観測点 2B の FN 成分の指向性パル

スに比べて振幅が小さいが、これは破壊伝播の距離

が短い（断層巾が長さより短い）ことと、観測点の

位置が放射特性の最大振幅ではないためである。  

表 1 特徴的な長周期地震動の分類例と主な特徴  

特徴 主な成分 代表的な観測記録 代表的な計算法

浅い大規模震源から発生した長周期地震動が堆積
盆地・平野で増幅し、継続時間が非常に長い表面波
となる。基盤と堆積層の剛性比が大きいと、明瞭な
卓越周期を生じる。

堆積層
表面波

・1923年関東大震災の東
京本郷の変位波形
・2003年十勝沖地震の苫
小牧波、など

３次元差分法・有
限要素法、経験
的グリーン関数法
など

指向性パルス
（キラーパルス）

震源断層の強震動生成域（SMGA）などで生成され、
破壊伝播の進行方向で断層面に近い観測点に現れ
る。一般に断層面に直交する成分が卓越するが、横
ずれ断層で破壊伝播が上昇する場合は断層平行成
分にも表れる場合がある。速度波形では正負両振
幅、変位波形では片振幅となる波形性状を示す。

実体波

・1994年ノースリッジ地震
のNew Hall波など
・1995年兵庫県南部地震
のJMA神戸波など

波数積分法、差
分法、経験的グ
リーン関数法など

フリングパルス
（フリングステップ）

地表地震断層など浅い大規模な断層すべりに起因
し、断層面の近傍の観測点で、断層すべりの方向に
現れる。速度波形で片振幅、変位波形では永久変
位を伴うステップ関数状の波形性状を示す。

断層すべ
りに起因

・1999年台湾集集地震の
石岡波、
・1997年ランダース地震
のLucene Valley波、など

波数積分法（静的
項・面震源考
慮）、有限要素法
など

複合型パルス
（指向性パルスと
フリングステップの
複合）

縦ずれ断層の断層直交・上下成分や、横ずれ断層
の断層平行成分（破壊伝播が観測点に向かって上
昇する場合）では、指向性パルスとフリングパルス
は同じ方向に卓越する。従って2種のパルスが同位
相で重なると大振幅のパルス波となる場合がある。

実体波、
断層すべ
りに起因

・2016年熊本地震のKiK-
net益城町波、西原村役
場波、など

波数積分法（静的
項・面震源考
慮）、有限要素法
など

長周期・長時間地震動
（やや長周期地震動）

名称

長周期
パルス

長周期
地震動

(1) 指向性パルス（左：速度、右：変位）    (2) フリングパルス（左：速度）とフリングステップ（右）

図 1 震源近傍の長周期パルス（指向性パルスとフリングパルス/ステップ）の概念図  
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図 2 点震源の S 波放射特性（右横ずれ断層の例）  
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図 6 地表地震断層モデル（図 5）による指向性パルス・フリングパルス/ステップ（上：速度、下：変位）
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図 5 地表地震断層モデル（面震源モデル、および、5x2・10x4 分割の点震源モデル）  

断層面 L=10 km, W=4 km Z(下) 

X(北) 

Y(東) 

観 測 点 1 (0.1,0.5,0.0) 

断層震源モデル 

 Strike=90°Dip=90° 

Rake=180°Vr=2.5 km/s 

すべり量= 1m 

すべり速度関数=0.6s の三角形関

数

観測点 2 (0.1,9.5,0.0) km 

震源 1（破壊開始点）  
深さ=0.0km 

震源 2（破壊開始点）  
深さ=4.0km 

50 cm

50 cm

図 3 地中地震断層モデル（右横ずれ断層）  

Z(下) 

X(北) 

Y(東) 

観測点 1A (0.1,0.5,0.0) 

断層震源モデル 

 Strike=90°Dip=90° 

Rake=180°Vr=2.5 km/s 

すべり量= 1m 

すべり速度関数=0.6s の三角形関

数

観測点 2A (0.1,9.5,0.0) km 

震源 1（破壊開始点）  
深さ=1.0km 

断層面 L=10 km, W=4 km 

震源 2（破壊開始点）  
深さ=5.0km 

観測点 2B (2.0,9.5,0.0) km 観測点 1B (2.0,0.5,0.0) 

50 cm

50 cm

図 4 地中地震断層モデル（図 3）による指向性パルス（速度波形）  
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(3) 地表地震断層モデルによる指向性パルス、フリ

ングパルス／フリングステップ、および複合型

パルス  

次に図 5 に示す地表地震断層モデルを用い、指向

性パルスとフリングパルス／フリングステップを確

認する。このモデルは、断層面の上端が地表に達す

ること以外は、図 3 と同じである。観測点は地表断

層から 0.1 km 離れた断層の両端部に近い２点とす

る。  

図 6 に速度波形（上段）と変位波形（下段）を示

す。FN 成分では、観測点 2 で大振幅の指向性パルス

が現れている。一方、FP 成分では、破壊伝播の向き

（指向性）に関係なく、観測点１と２ともに速度波

形に大振幅のフリングパルスが、変位波形にはフリ

ングステップが現れている。永久変位の値はどの点

でも断層面のすべり量 50 cm に近い値である。観測

点１では、パルス波の振幅が震源２の方が震源１よ

り大きいが、これは震源２では破壊伝播が近づく指

向性効果により、フリングパルスの幅が短くなるた

めである。加えて放射特性により振幅は小さいが、

指向性パルスもほぼ同時刻に重なっている（表 1 の

複合型パルス、図 7 の観測点１の FP 成分を参照）。 

(4) 指向性パルスとフリングパルス／フリングステ

ップにおけるグリーン関数における静的・動的

項の寄与  

図 6 の震源２に関して、グリーン関数を静的項（振

動数=0 の項）と動的項（振動数=0 以外の項）の寄

与を分離して波形を計算する。ちなみに、著者の手

法ではフリングステップを高精度かつ効率的に計算

するため、次の表現定理を用いて、グリーン関数を

動的項と静的項を分離して計算している 3)。  

  

 

(1) 

ここで、Y は観測点、X がソース点、ωは円振動数、

Σは断層面、 [Di]は断層の食い違い変位である。Tik

はグリーン関数で、上付き S は静的項であり、 (1)

式の上段が動的項、下段が静的項の寄与による表現

定理である。両者を分離する理由は、観測点が断層

面に近づく（r=0、r は震源距離）とグリーン関数の

静的項が 1/r2 のオーダーで発散するため、静的項を

分離して r2のオーダーとなる厳密な面積分を実施す

ることで、高精度な解を効率的に計算できるためで

ある。静的項の寄与がフリングステップに対応し、

観測点が断層面に近づくと、変位波形は断層すべり

に収束する 3)。一方、上段の表現定理（動的項）で

はグリーン関数の発散性が除去されるため、通常の

小断層に分割する断層面積分で精度の高い解が得ら

れる。ちなみに、動的項の寄与が指向性パルスに相

当する。  

図 7 が結果であり、静グリーンが静的項、動グリ

ーンが動的項の寄与、全グリーンが両者の合計であ

る。観測点２の FN 成分の指向性パルスは、ほぼ全

てが動的項の寄与であり、一方、観測点１と２の FP

成分のフリングパルス／ステップはほぼ全て静的項

の寄与であることが確認できる。  

(5) 破壊伝播における不規則性（ランダム性）の導

入  

図 6 の観測点 2 の FN 成分には非常に大きな振幅

の指向性パルスが現れているが、現実の断層破壊は

一定の速度で伝播することはなく、ランダム性が存

在する。破壊伝播のランダム性は、短周期のランダ

ム波を発生させ、高振動数の強震動を発生させるな

ど、非常に重要な役割がある（例えば文献 4））。破壊

伝播のランダム性が指向性パルスとフリングパルス

に与える影響を調べるため、図 5 の断層モデル（5x2

分割）の小断層にランダムな破壊開始時間の遅れを

導入する。  

図 8 は結果の一例であり、一様破壊モデル（破壊

伝播速度が一定）と、ランダム破壊モデル（最大で

3 秒程度までの各小断層にランダムな破壊開始時間

の遅れを導入）との結果を重ねている。FP 成分のフ

リングパルス／ステップでは、破壊開始時間の違い

を除いて両者に大きな波形性状に変化は無いが、観

測点２の FN 成分で明瞭であった指向性パルスは、

ランダム破壊時間の導入により、振幅が小さく、継

続時間が長いランダム性状を示す波形となっている。 

(6) 面震源モデルと点震源モデルの計算波形の違い  

一般に強震動計算では断層面を小断層に分割し、

各小断層に点震源を仮定して計算することが多い。

そこで面震源モデルと、二つの点震源モデルで波形

を計算し、結果を比較検討する。面震源モデルとは

先に説明したように、グリーン関数の動的項では対

象周期の範囲で破壊フロントの連続性が確保され、

かつ、静的項では断層近傍のグリーン関数の振幅の

発散に配慮した面積分が行われているモデルであ

る。著者の手法では、動的項は小断層ごとに最大で

36 点のガウス積分点で断層面積分が実施可能であ  
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S

ikikk );(),();,();( 

    dXDYXT i
S

ik );(),( 



             文部科学省 私立大学研究ブランディング事業（平成 29 年度） 
工学院大学総合研究所 都市減災研究センター（UDM）成果報告書 テーマ 2-8 

47 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、一方、静的項では観測点に近い断層面の領域で

は小断層の再分割を繰り返し、ガウス積分によりグ

リーン関数の発散性に配慮した積分を実施している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震源モデルは、図 5 に示すように、5x2 分割モデル

（小断層サイズは 2x2 km2）と、10x4 分割モデル（小

断層サイズは 1x1 km2）の２つで、いずれも点小断
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図 7 地表地震断層モデル（図 5）による指向性パルス・フリングパルス/ステップ（上：速度、下：変位）

グリーン関数の静的項と動的項の寄与の比較（震源２を使用） 
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図 9 地表地震断層モデル（図 5）による指向性パルス・フリングパルス/ステップ（上：速度、下：変位）

面震源モデルと点震源モデルの比較（震源２を使用）

図 8 地表地震断層モデル（図 5）による指向性パルス・フリングパルス/ステップ（上：速度、下：変位）

一様破壊伝播モデルとランダム性破壊伝播モデルの比較（震源２を使用） 

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

0 2 4 6 8 10

V
EL
O
C
IT
Y 
(C
M
/S
)

TIME (S)

FN成分（観測点2）
一様破壊
ランダム破壊

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

0 2 4 6 8 10

V
EL
O
C
IT
Y 
(C
M
/S
)

TIME (S)

FP成分（観測点2）

一様破壊 ランダム破壊

‐25

0

25

50

75

0 2 4 6 8 10D
IS
P
LA
C
EM

EN
T 
(C
M
)

TIME (S)

FN成分（観測点2）

一様破壊 ランダム破壊

‐25

0

25

50

75

0 2 4 6 8 10D
IS
P
LA
C
EM

EN
T 
(C
M
)

TIME (S)

FP成分（観測点2）
一様破壊 ランダム破壊

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

0 2 4 6 8 10

V
EL
O
C
IT
Y 
(C
M
/S
)

TIME (S)

FN成分（観測点1）

一様破壊

ランダム破壊

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

0 2 4 6 8 10

V
EL
O
C
IT
Y 
(C
M
/S
)

TIME (S)

FP成分（観測点1）

一様破壊

ランダム破壊

‐25

0

25

50

75

0 2 4 6 8 10D
IS
P
LA
C
EM

EN
T 
(C
M
)

TIME (S)

FN成分（観測点1）

一様破壊
ランダム破壊

‐25

0

25

50

75

0 2 4 6 8 10D
IS
P
LA
C
EM

EN
T 
(C
M
)

TIME (S)

FP成分（観測点1）

一様破壊

ランダム破壊



             文部科学省 私立大学研究ブランディング事業（平成 29 年度） 
工学院大学総合研究所 都市減災研究センター（UDM）成果報告書 テーマ 2-8 

48 
 

層の中心点の点震源を配置し、動的項のみを用いて

計算した。  

図 9 に結果（震源位置は震源２）を示す。観測点

2 の FN 成分の指向性パルスは、どのモデルでもほぼ

一致するが、その他の波形では点震源モデルは面震

源モデルの結果を再現できない。例えば、観測点 1

の FN 成分では点震源モデルでは各小断層の要素パ

ルス波がバラバラに現れ、面震源の結果を過大に評

価している。一方、観測点１と２の FP 成分のフリ

ングパルス／ステップは、点震源モデルでは全く再

現できない。  

観測点が断層面に近い場合、点震源モデルではグ

リーン関数の振幅が発散するだけでなく、図 2 に示

す放射特性により、点震源と観測点の相対位置によ

り振幅の大きさや正負の位相が大きく変化し、不安

定な結果を示すことに十分注意する必要がある。  

 

３．おわりに  

本報告では、断層近傍に現れる長周期パルスであ

る指向性パルスとフリングパルス／ステップの成因

と基本的な特性を整理した。要約は以下の通りであ

る。  

・長周期の建物に影響を及ぼす可能性がある長周期

地震動として、長周期・長時間地震動と長周期パル

スに分類し、さらに後者では、指向性パルス、フリ

ングパルス /ステップ、および両者の複合型パルスに

分類し、その主な特徴や成因を整理した。  

・単純な横ずれ断層震源モデルと解析的手法（波数

積分法）により、断層近傍の長周期パルス地震動を

計算して、その基本的な特性・注意点を確認した。

例えば、指向性パルスは、主にグリーン関数の動的

項の寄与であり、点震源モデル（断層面を小断層に

分割し、各断層に点震源）でも破壊伝播の forward

のパルス波は再現できるが、backward 側は過大評価

する場合がある。一方、フリングパルス /ステップは、

地表地震断層など浅い断層モデルの断層すべりに起

因し、主にグリーン関数の静的項が寄与する。フリ

ングパルス /ステップを正確に再現するには観測点

に近い断層面部分には面積分を考慮する必要がある。 
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